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序     文 
 

ザンビア共和国の5歳未満死亡率は1,000出生対119、乳児死亡率及び新生児死亡率は、それぞれ

1,000出生対70及び34と依然として深刻な状況にあり（Zambia Demographic and Health Survey, 2007）、

保健医療施設では機材及び人材の不足が著しく、子どもへの基礎的な保健医療サービスの質が低

下しています。 

このような状況のもと、1998年にザンビア共和国政府は、保健改革の重点概念のひとつである

住民参加及び住民組織能力強化に基づき、家庭やコミュニティでの子どもの健康改善を目的にコ

ミュニティ-統合的小児疾患管理（Community-Integrated Management of Childhood Illness：C-IMCI）

を開始しました。 

JICAは1997年3月から2007年7月まで「ルサカ市プライマリー・ヘルスケア・プロジェクト」を

実施し、ルサカ郡の6つのコンパウンド地区において、子どもの成長モニタリング活動、住民参加

型環境衛生改善活動（PHAST）及びコミュニティ能力強化活動を通じて、都市型貧困層向けの子

どもの健康改善モデルを体系化し、ルサカ市におけるC-IMCI拡大に貢献してきました。 

本プロジェクトでは、上記プライマリー・ヘルスケア・プロジェクトにて構築されたモデルを

国家的な保健政策に反映することで、全国の都市地域における小児の健康状態の改善に貢献する

ことを目的とするものであり、2007年10月に事前評価調査を実施しました。本報告書は同調査の

結果を取りまとめたものです。 

ここに、これまで本案件の開始に向けご協力を賜りました関係各位に対しまして、深甚なる謝

意を表しますとともに、今後のプロジェクトの実施に向けて、一層のご協力をお願い申し上げま

す。 

 

 平成21年10月 

 

独立行政法人国際協力機構 
ザンビア事務所長 鍋屋 史朗 
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事業事前評価表 
 

１．案件名 

  （仮称）都市コミュニティ小児保健システム強化プロジェクト 

２．協力概要 

（１）協力内容 

地域社会（コミュニティ）における健康増進活動ガイドラインの標準化（注1）、各行政
レベルにおける人材育成を通じ、ザンビア共和国（以下、「ザンビア」と記す）政府がめざ
す、自立発展的な健康増進を可能とする包括的な都市コミュニティ小児保健システムの強
化を目的とした支援を行う。なお、本協力はルサカ市プライマリー・ヘルスケア（Primary 

Health Care：PHC）プロジェクト（1997～2007年）での成果及び経験ならびに、他の開発ド
ナーの支援による成果・経験等をふまえて行う。 

（２）協力期間：2010年1月～2012年12月（3年間） 

（３）協力総額（日本側）：約3億9,000万円（予定） 

（４）協力相手先機関：ザンビア保健省 

（５）国内協力機関：なし 

（６）裨益対象者及び規模：保健省本省を軸に全国9州72郡に展開する。ただし、郡レベルの活
動については、以下のとおり重点活動対象郡とその他の郡（以下、「非重点活動対象郡」）
に分けて活動を行う。 

① 重点活動対象郡：裨益人口規模及び先行プロジェクトの成果の応用可能性に鑑み、都
市人口を多く有する4郡を重点活動対象郡として選定する1〔討議議事録（Record of 

Discussion：Ｒ/Ｄ）締結時にザンビア政府との協議により決定する〕。重点活動対象郡
においては、「４．協力の枠組み」に掲げるすべての活動を行う。 

② 非重点活動対象郡：重点活動対象郡以外のすべての郡（68郡）については、直接の投
入を行わず、「４．協力の枠組み」の活動のうち、保健省本省及び州保健局（Provincial 

Health Office：PHO）を対象とする活動（成果1及び成果3にかかる活動すべて、及び活
動2-1、4-1、5-1、5-3）によって、州保健局の自助努力により管轄する郡保健管理局に
活動効果が伝播されることを支援する。 

・ 直接裨益者：保健省本省（公衆衛生調査局小児保健ユニット6名及び環境衛生ユニッ
ト3名）、全国9州保健局の担当官27名、重点活動対象郡4郡の保健管理局の担当官12

名（各3名/郡）､重点活動対象郡の保健センター（72ヵ所。平均18ヵ所/郡）の担当
職員約140名* 

・ 間接裨益者：非重点活動対象郡68郡保健管理局の担当官204名（各3名/郡）､非重点
活動対象郡の保健センター（約1,220ヵ所。平均18ヵ所/郡）の担当職員約2,440名*､
全国72郡の都市地域に在住する5歳未満児（約140万人；2000年人口センサス） 

＊重点活動対象郡の選定結果によって対象となる保健センター数は変動することから、
裨益者数は増減する。 

 

 （注1）標準化とは、現在、複数存在するガイドライン類を整理・統合し、政府公認のガイドライン

とすることを意味する。 

 

                                            
1 事前評価表の確定後の協議によりルサカ、カブウェ、キトウェ、ソルウェジに決定 
 



 

３．協力の必要性・位置づけ 

（１）現状及び問題点 

ザンビアの5歳未満児死亡率は、1,000出生対168、乳児死亡率及び新生児死亡率は、それ
ぞれ1,000出生対95及び37と依然として高い状況にある（ZDHS2002：Zambia Demographic and 

Health Survey 2002）。ザンビア政府は1991年の保健改革以降、郡保健管理局を中心とした保
健サービス提供システムの構築を進めてきたが、基礎的保健医療サービス提供の中核とな
る保健センターでは機材及び人材の不足が著しく、サービスの質を維持、改善しつつ、ア
クセスも拡大していくことはきわめて困難な状況にある。従って、一方では保健サービス
提供システムの強化に取り組みつつも、コミュニティにおける予防活動の活性化により、
地域住民自らが健康を生み出すことを可能とする取り組み及びそのための体制づくりを進
めることが急務である。 

ザンビア政府は小児保健の分野において、世界保健機構（World Health Organization：WHO）
等が世界的に推奨する統合的小児疾患管理（Integrated Management of Childhood Illness：
IMCI）（注2）を1995年に導入しているが、1998年にはコミュニティに焦点を当て、住民参
加及び住民組織能力強化の手法を活用したC（Community）-IMCI（注3）を開始した。しか
し、いまだC-IMCIは政策及び戦略の提示にとどまっており、コミュニティへの浸透は十分
とはいえないことから、より実践的な技術指導の必要性が高い。 

 

 （注2）IMCIとは、小児にみられる一般的かつ最も重要な疾患（栄養不良、下痢による脱水症状、急

性呼吸器感染症、マラリア等の発熱性疾患等）について、臨床訓練が必ずしも十分ではない

医療職（準医師、看護・準看護師等）であっても、チャートを用いることによって的確な診

断・治療を可能とする取り組み。 

 （注3）従来のIMCIが保健施設を訪れた小児に対して的確な診断・治療を行うことに焦点を当ててい

たのに対し、そもそも保健施設を訪れない小児（その養育者）にいかに働きかけ、受診を促

すかに焦点を当てた取り組み。保健施設での治療を必要とする危険な兆候（danger signs）に

対する養育者の認識を高め、家庭レベルで適切な対応を促すことに力点を置いている。 

 

（２）相手国政府国家政策上の位置づけ 

第5次国家開発計画（2006-2010）においては、小児保健及び環境衛生を含む保健医療分野
が重点分野として位置づけられている。同計画の戦略文書である国家保健開発計画
（2006-2010）においても、乳幼児死亡の削減への対応及び衛生活動の促進・衛生設備への
アクセスの強化が重点分野として掲げられている。 

上記の上位計画に対応する形で策定された国家小児保健政策では、マラリア、呼吸器感
染症、麻疹及び下痢症が乳幼児の主な死因であることから、子どもの成長促進活動及び環
境衛生改善活動が重点課題とされている。同様に、国家環境衛生政策においても、コミュ
ニティにおける住民参加の重要性が提起されている。さらに下位の実施計画として、住民
参加を通じた衛生改善を含む、コミュニティにおける横断的アプローチとしてC-IMCI国家
戦略計画が策定された。 

一方、国際的なコミットメントである国連ミレニアム開発目標のザンビア2007年進捗報
告書案においても、ザンビアでの5歳未満児の死亡率削減のターゲット達成には、コミュニ
ティを活用したプライマリー・ヘルスケアアプローチ強化の重要性が提言されている。 

 

 



 

（３）わが国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置づけ（プログラムにおける位
置づけ） 

2002年に策定された「対ザンビア国別援助計画」においては、保健医療分野の充実は開
発上の主要課題のひとつに挙げられており、同計画に基づき策定されたJICA国別事業実施
計画では、感染症対策、プライマリー・ヘルスケア強化などに重点を置いた「費用対効果
の高い保健医療サービスの拡充」を援助重点分野に設定している。 

上記の政策のもと、JICAは低い母子保健指標の改善に貢献することを目的とした「母と
子どものための健康対策支援プログラム」を開始しており、本案件は同プログラムの中心
的な案件と位置づけられる。 

 

（４）JICAによるこれまでの取り組み 

JICAは、1997年から2002年に、ルサカ市の貧困層が集まる未計画居住地区（コンパウン
ド）のひとつであるジョージ地区を対象として「ルサカ市プライマリー・ヘルスケア・プ
ロジェクト」を実施した。同プロジェクトでは、住民ボランティア主体による「拡大子ど
もの成長促進活動（Growth Monitoring Programme Plus：GMP+）」（注4）と、「住民参加型環
境衛生改善活動（Participatory Hygiene and Sanitation Transformation：PHAST）」（注5）をコ
ミュニティ・レベルでの健康増進活動の柱とし、それを行政と地域社会の双方が支える、
都市型プライマリー・ヘルスケアの実践モデルを確立した。さらに、2002年から2007年ま
で実施した「ルサカ市プライマリー・ヘルスケア（フェーズ2）プロジェクト」においては、
対象をルサカ市内の6つのコンパウンドに拡大し、GMP+とPHASTを柱とするコミュニティ
活動の普及及び定着ならびに、それを支える郡保健管理局及び住民組織の一層の能力強化
を支援した。 

同プロジェクトでは、本邦非政府組織（Non-Governmental Organization：NGO）との連携
により、住民参加型保健活動、住民参加型環境衛生活動、地域保健行政、住民組織強化等
の多様な専門家を組み合わせて派遣し、カウンターパートである郡保健管理局、郡保健管
理局が管轄する保健センター、保健センターが管轄するコミュニティの各レベルで人材育
成を行った。また、育成された人材が十分に能力を発揮できるためのしくみづくり（行政
とコミュニティの協力体制の構築、モニタリング・評価の強化、インセンティブの創出等）
を行った。それにより、保健行政官、保健サービス提供者、地域社会代表を結びつけ、そ
の主体的な取り組みを引き出したことが、保健センターの混雑緩和、予防接種率の向上、
小児下痢症の減少、低体重児比率の減少、コレラによる死亡率の減少、手洗い励行の改善
など、多くの成果につながった。 

このように、プロジェクトで体系化された、都市貧困層を対象としたPHCモデルは、ル
サカ市内6地区において定着し、特にPHASTについては国家の環境衛生戦略として承認され
るに至った。 

 

 （注4）GMP+とは、ボランティアが主体となってコミュニティ内で定期的に開催される子どもの体

重測定の場を用いて、栄養指導や、健康・衛生教育、予防接種、微量栄養素補給、家族計画

等の包括的保健サービスのコミュニティ・レベルでの提供を可能とするしくみ。 

 （注5）PHASTとは、ボランティアが主体となって自らのコミュニティ内の環境衛生（飲み水、排

水、トイレ、ごみ等）の状況・課題を分析し、改善策を立案・実行していくしくみ。 

 

 



 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１）協力の目標（アウトカム） 

  １）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

コミュニティ小児保健国家指針*及びコミュニティ環境衛生国家指針*を活用した、効果
的かつ持続的な予防保健サービスを提供するためのシステムが強化される。 

    ＊成果1及び成果3の活動を通じ標準化される。 

＜指標＞ 

・重点活動対象郡における指標 

① 国家指針（コミュニティ小児保健及びコミュニティ環境衛生）に沿った形で、小
児保健、環境衛生、コミュニティ活動にかかる計画が立てられ、その計画が予算
化される 

② モニタリング報告書が郡保健管理局からPHO、PHOから保健省本省へ毎月提出さ
れる（モニタリングツールは活動1-1、3-1、5-2で開発される） 

・非重点活動対象郡における指標 

① 本プロジェクトで指導者研修（Training of Trainers：TOT）を受けたPHOから研修
を受けた郡の割合（プロジェクト開始後に、目標値を別途参加型で設定する） 

 

  ２）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

コミュニティ小児保健国家指針及びコミュニティ環境衛生国家指針を活用し、効果的か
つ持続的な予防保健サービスが全国の都市地域において提供される。 

   ＜指標＞ 

指標及び目標値は、成果1及び成果3で達成される、コミュニティ小児保健及び環境
衛生国家指針の策定の際に設定される予定の指標、目標値を採用することとする。た
だし、プロジェクト開始後1年以内に指標及び目標値が設定されなかった場合は、指標
は以下のものとし、目標値をザンビア保健省と速やかに合意することとする。 

① 予防接種率 

② ビタミンA補給率 

③ 駆虫剤普及率 

④ 養成されたボランティアの活動継続率 

 

（２）成果（アウトプット）と活動 

  ［成果1］標準化されたコミュニティ小児保健国家指針が共有される。 

   ＜指標＞ 

① 保健大臣又は保健次官の承認の署名がされた公文書 

② 標準化された国家指針が配布されたPHO、郡保健管理局、保健センターの数 

③ 標準化された国家指針が配布された部数 

   活動： 

1-1 各関係機関との間で、コミュニティ小児保健に関する既存の指針、手引き、ツー
ル（マニュアル、視聴覚教材等）を標準化するための、国家レベルでの諮問会議
を開催する。 

1-2 各関係機関との間で、標準化されたコミュニティ小児保健国家指針（案）に対す
る合意を形成する。 



 

1-3 保健大臣/次官に対し、標準化されたコミュニティ小児保健国家指針（案）の承認
を提言する。 

1-4 承認されたコミュニティ小児保健国家指針を出版、通知する。 

 

  ［成果2］コミュニティ小児保健活動にかかる保健省本省、PHO、郡保健管理局、保健セン
ター職員の能力が向上する。 

   ＜指標＞ 

① 研修時の事前・事後テストのスコア 

② コミュニティ小児保健国家指針のモニタリング、指導、評価ツールに基づき策定
される業務評価スコア（重点活動対象郡のみ） 

＊上記指標は活動1-1を通じ開発される。目標値は事前テストの結果に基づき設定
することとする。 

   活動： 

2-1 コミュニティ小児保健国家指針を活用して、州保健局職員へ（郡保健管理局に対
する）指導者研修（TOT）を行う。 

2-2 コミュニティ小児保健国家指針を活用して、郡保健管理局職員へ（保健センター
に対する）TOTを行う。 

2-3 郡保健管理局が行う、保健センター職員向けコミュニティ小児保健研修、及びボ
ランティア養成研修への予算配分を支援する。 

2-4 郡保健管理局に対し、コミュニティ小児保健国家指針に関する保健センターへの
指導、モニタリング、業績評価の手法にかかる研修を実施する。 

2-5 コミュニティ小児保健国家指針を活用して、各レベルにおける指導や助言を行う
（保健省本省→PHO、PHO→郡保健管理局、郡保健管理局→保健センター）。 

 

  ［成果3］標準化されたコミュニティ環境衛生国家指針*が共有される。 

    ＊すでに住民参加型環境衛生改善活動（PHAST）は国家戦略として承認されているが、
その実施手順、モニタリング/評価については、標準化の際に指針に追加する必要が
ある。 

   ＜指標＞ 

① 保健大臣または保健次官の承認の署名がされた公式文書 

② 標準化された国家指針が配布されたPHO、郡保健管理局、保健センターの数 

③ 標準化された国家指針が配布された部数 

   活動： 

3-1 各関係機関との間で、コミュニティ環境衛生に関する既存の指針、手引き、ツー
ル（マニュアル、視聴覚教材等）を標準化するための、国家レベルでの諮問会議
を開催する。 

3-2 各関係機関との間で、標準化されたコミュニティ環境衛生国家指針（案）に対す
る合意を形成する。 

3-3 保健大臣/次官に対し、標準化されたコミュニティ環境衛生国家指針（案）の承認
を提言する。 

3-4 承認されたコミュニティ環境衛生国家指針を出版、通知する。 

 

 



 

  ［成果4］コミュニティ環境衛生活動にかかる保健省本省、PHO、郡保健管理局、保健セン
ター職員の能力が向上する。 

   ＜指標＞ 

① 研修時の事前・事後テストのスコア 

② コミュニティ環境衛生国家指針のモニタリング、指導、評価ツールに基づき策定
される業務評価スコア（重点活動対象郡のみ） 

＊上記指標は活動3-1を通じ開発される。目標値は事前テストの結果に基づき設定
することとする。 

   活動： 

4-1 コミュニティ環境衛生国家指針を活用して、州保健局職員へ（郡保健管理局に対
する）TOTを行う。 

4-2 コミュニティ環境衛生国家指針を活用して、郡保健管理局職員へ（保健センター
に対する）TOTを行う。 

4-3 郡保健管理局が行う、保健センター職員向けコミュニティ環境衛生研修、及びボ
ランティア養成研修への予算配分を支援する。 

4-4 郡保健管理局に対し、コミュニティ環境衛生国家指針に関する保健センターへの
指導、モニタリング、業績評価の手法にかかる研修を実施する。 

4-5 コミュニティ環境衛生国家指針を活用して、各レベルにおける指導や助言を行う
（保健省本省→PHO、PHO→郡保健管理局、郡保健管理局→保健センター）。 

 

  ［成果5］コミュニティを基盤とした小児保健及び環境衛生活動が継続的に実施されるため
の、保健省本省、PHO、郡保健管理局、保健センター職員の能力が向上する。 

   ＜指標＞  

① モニタリング、指導、評価のツールに基づき策定される業績評価スコア（活動5-2

を通じ策定される） 

   活動： 

5-1 保健省本省、PHO、郡保健管理局の各レベルにおいて、住民保健委員会と住民組
織間の調整及び住民組織による所得創出活動（Income Generation Activity：IGA）
の指導を総括する職員を任命する。 

5-2 住民保健委員会と住民組織間の調整及び住民組織によるIGAの指導に関する指針
を策定する。 

5-3 住民保健委員会と住民組織間の調整及び住民組織によるIGAの指導を総括する職
員に対する研修を実施する。 

5-4 保健センター職員に対し、住民組織によるIGAにかかる研修を実施する。 

5-5 郡保健管理局の行う、住民組織によるIGAの実施促進及び予算配分を支援する。
 

（３）投入（インプット） 

１）日本側（総額3億9,000万円） 

① 専門家派遣：小児保健（チーフアドバイザー）、環境衛生、コミュニティ活動、モニ
タリング・指導・評価、人材開発・研修など 

② 供与機材：車両、事務機器・事務用品（パソコン、コピー機、ファックス、家具な
ど）、所得創出活動にかかる必要な機材など 

③ 研修員受入：コミュニティ保健サービス 



 

④ 在外事業強化費 

２）ザンビア側 

① 保健省カウンターパートの配置［公衆衛生調査局長、計画開発局長、小児保健専門
官、環境衛生専門官、コミュニティ活動専門官（配置予定）、事務担当］ 

② 機材：事務スペース、必要な事務機器・事務用品 

③ プロジェクト活動費 

 

（４）外部要因（満たされるべき外部条件） 

１）成果達成のための外部条件 

① 関係機関が指針、手引き、ツールを標準化する意向を保持する。 

② 活動費（研修、モニタリング等）に充当可能な州・郡への予算配分が適時になされ
る。 

２）プロジェクト目標のための外部条件 

① ザンビア政府が国家保健開発計画を変更しない。 

② 育成された人材が組織に定着する。 

③ 活動費（研修、モニタリング等）に充当可能な州・郡への予算配分が適時になされ
る。 

３）上位目標達成のための外部条件 

① 消耗品（ワクチン、ビタミンAカプセル、駆虫剤等）が必要なタイミングに調達、配
布される。 

② 保健医療サービス提供者が大幅に減少しない。 

③ 保健医療サービス提供に必要な資金が必要なタイミングに配賦される。 

 

（５）前提条件 

① 関係機関が、指針、手引き、ツールの標準化に反対しない。 

５．評価5項目による評価結果 

（１）妥当性 

本案件は以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

  ＜政策的整合性＞ 

・ 小児保健及び環境衛生は国家開発計画及び国家保健開発計画において、その重要性
が指摘され、C-IMCI実施のための予算も毎年確保されている。従って、本案件に対
する政府の財政的コミットメントも2008年以降引き続き確保されると考えられる。

  ＜相手国ニーズへの対応＞ 

・ ザンビアでは、国土のわずか7％のルサカ州及びコッパーベルト州が人口の約35％を
有する（2000年人口センサス）など、都市地域への人口集中が進んでおり、貧困層
の住民の多くが集まる未計画居住地区では特に環境衛生の悪化が目立ち、呼吸器感
染症、下痢症などといった予防可能な感染症による乳幼児の死亡率が高くなってい
る。かかる状況において、ザンビア保健省も、C-IMCIの実践を通じ子どもの成長促
進、疾病予防、家庭及びコミュニティでの小児ケアなどを進める一方で、安全な水
の供給、廃棄物処理システムの導入などによる衛生状況の改善を計画している。従
って、人口密度の高い都市地域に住む貧困層の小児の健康改善のためのシステム強
化を目的とする本案件は、相手国のニーズに合致しているといえる。 

 



 

  ＜援助協調による相乗効果＞ 

・ 本案件は、世界保健機構（WHO）、国連児童基金（United Nations Children’s Fund：
UNICEF）、カナダ、米国といった各ドナーとの政策レベルにおける協調を通じ、国
家指針の標準化をめざしている。このため、他ドナーも同指針に準じることとなり、
高い相乗効果を見込むことができる。 

 

（２）有効性 

本案件は以下の理由から有効性が見込める。 

  ＜明確なプロジェクト目標＞ 

・ 本案件は、ルサカ市プライマリー・ヘルスケア・プロジェクトで確立されたモデル
［３．（４）参照］を応用し、全国の都市コミュニティにおける包括的な小児保健シ
ステムの強化をめざす。保健省本省、PHO、郡保健管理局及び郡内保健センターに
て小児保健及び環境衛生を担当する職員に研修を実施し、保健行政の人材能力を向
上させ、システム全体の強化を図る。また、コミュニティ組織の強化やIGAにかかる
体制強化といった側面から、小児保健及び環境衛生活動の持続性強化も成果に組み
込まれており、各成果を通じたプロジェクト目標の設定は明確である。 

  ＜プロジェクト目標の指標の的確性＞ 

・ プロジェクト目標の指標は、作成された計画に予算措置がなされること、各レベル
の保健行政機関へのモニタリング報告書の提出率という、システム強化を測る代表
的なものを設定することで、プロジェクト目標の内容を的確に捉えている。指標入
手手段もプロジェクト実施のモニタリングの過程で入手できるものである。また、
本案件では投入を限定する非重点活動対象郡を設定することから、非重点活動対象
郡における指標を別途設定している。非重点活動対象郡への投入は州レベルまでを
対象としているため、本プロジェクトで実施するTOTを受けた州レベルの人材が、
適切に研修を行った郡の割合を指標とした。非重点活動対象郡においては、郡レベ
ルの人材が研修を受けることで、人材能力向上を図り、プロジェクト目標であるシ
ステム強化に貢献することが期待される。 

  ＜成果とプロジェクト目標の有効な関係性＞ 

・ 適切かつ持続的なサービス提供を行うためには、中央レベルからコミュニティをつ
なぐシステム強化が重要となる。本案件では、小児保健及び環境衛生の国家指針制
定の支援を通じ全国共通のツール（マニュアル、視聴覚教材等）でシステムを強化、
そしてサービス提供（上位目標）をめざしていることから、指針の標準化及び保健
行政人材の能力向上といった成果は、プロジェクト目標達成に十分貢献するもので
ある。 

 

（３）効率性 

本案件は以下のとおり、成果を達成するための過不足ない活動及び投入が計画されてお
り、効率的な実施が見込める。 

・ ルサカ市プライマリー・ヘルスケア・プロジェクトで培われた保健人材の研修講師
としての活用、ルサカ市のコミュニティ活動視察を研修の一部とするなど、コミュ
ニティ小児保健及び環境保健国家指針の標準化に際しモデルとなるルサカ市を効率
的に活用することが期待できる。 

・ 本案件は、ルサカ市プライマリー・ヘルスケア・プロジェクトで確立されたモデル



 

を国家保健行政レベルにおいて応用し、包括的な小児保健システムの強化を図るも
のであるが、プロジェクトでの投入が限定されることから、重点活動対象郡と非重
点活動対象郡を設定している。重点活動対象郡については保健省本省から保健セン
ターまでをカバーする一方で、非重点活動対象郡については州保健局までをカバー
することとなり、そこから郡レベルへの協力は州の自発的な活動が期待される。こ
れによって、直接的・間接的に全国72郡をカバーすることが可能となり、保健省本
省をカウンターパートとして実施するプロジェクトの効率性を実現することができ
る。 

・ 本案件は、既存の国家小児保健、環境衛生プログラムを強化するものであり、他ド
ナーからのバスケットファンドへの拠出を含む保健省予算の計上も確実に期待でき
ることから、費用分担の面での効率性は高い。 

 

（４）インパクト 

以下のとおり、本案件のインパクトは以下のように予測できる。 

・ 上位目標に関しては、保健省本省から保健センターに至る各レベルの人材がコミュ
ニティにおける小児保健及び環境衛生活動を指導したり、そのモニタリングを行う
ための研修が適切に行われることによって、プロジェクト終了後3～5年以内には実
現できることが見込まれる。リスクとしては、本案件が保健センターレベルまでへ
の投入を通じた都市コミュニティにおける包括的小児保健システムの構築であるこ
とから、研修を受けた人材が実際にコミュニティでの小児保健及び環境衛生活動を
促進するかどうかが挙げられる。特に小児保健及びIGAについては、他ドナーがすで
に支援しているコミュニティがいくつか確認されていることから、関連する他ドナ
ーの案件との連携強化を通じ上位目標を達成するしくみづくりが重要となる。 

・ 国家指針の標準化を通じ、他ドナーが同様のアプローチ、モニタリング手法を用い
ることによって、国家レベルにおける当該分野の援助協調が強化され、小児保健及
び環境衛生にかかる国家目標が達成されることが期待できる。 

  ＜波及効果＞ 

・ 本案件は、小児保健分野だけでなく、環境衛生及びコミュニティ組織強化を含めた
包括的な小児保健システム強化である。本案件の実施を通じ、他の社会サービス（水
供給、廃棄物処理、住民組織支援等）を提供する行政能力の向上が期待できる。 

 

（５）自立発展性 

以下のとおり、本案件による効果はザンビア政府によりプロジェクト終了後も継続され
るものと見込まれる。 

  ＜政策及び財政面＞ 

・ 本案件は、すでに存在している国家レベルの小児保健及び環境衛生指針などを標準
化し、統一した指針の下で都市地域における包括的なコミュニティ小児保健システ
ムを強化するものであり、C-IMCI戦略計画の延長線上に立つものである。そのため
ザンビア政府の本案件に対する政治的、財政的コミットメントは高い。 

  ＜組織及び技術面＞ 

・ 過去10年にわたり、「ルサカ市プライマリー・ヘルスケア・プロジェクト」に対する、
ルサカ郡保健管理局の高いオーナーシップが確認されている。また、それに対する
理解が保健省側からも伺われたことから、本案件についてもカウンターパートとな



 

る保健省本省の監督の下、重点活動対象郡の郡保健管理局、及び管轄するPHOのオ
ーナーシップが見込まれる。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

1日1ドル以下で生活する絶対的貧困層が国民の53％（2004年国民生活情報調査）を占める
ザンビアにおいて、貧困層の多く住む都市コミュニティでの小児保健、環境衛生を含む、効
果的かつ持続的な予防保健サービス活動の確立と定着をめざす本案件は、貧困、環境に配慮
した案件といえる。 

また、間接的裨益者である小児の健康改善に大きな影響をもち、予防保健サービスの実施
によって行動変容を促される養育者の大半は母親であることから、本案件はジェンダー視点
を有するといえる。 

 

 ＜人間の安全保障＞ 

本案件は、保健行政によるコミュニティ組織の能力強化を通じ貧困層にアプローチする
とともに、コミュニティの人々を保護するべき政府の行政能力の強化を支援するものであ
り、「人間の安全保障」の概念に直結すると思われる。「人間の安全保障」に基づく援助推
進のための7つの視点のすべてに関連しているが、そのうち特に以下の3点を満たしている。
・ 人々を中心に据え、人々に確実に届く援助 

・ 社会的に弱い立場にある人々、生命、生活及び尊厳が危機にされている人々、あるい
はその可能性の高い人々への裨益を重視する援助 

・ 「政府」（中央政府及び地方政府）と「地域社会・人々」の双方にアプローチし、当該
国・地域社会の持続的発展に資する援助 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

ルサカ市PHCプロジェクトで体系化した、都市貧困層を対象としたPHCモデルづくり［３．
（４）参照］を通じ得られた経験、技術及び教訓が活用される。特に、先行プロジェクトで
は給水施設整備との連携を通じてより高い効果をあげており、可能な限りザンビア政府に対
し給水施設整備の並行的展開を働きかける。 

８．今後の評価計画 

・ 中間評価   2010年12月頃 

・ 終了時評価  2012年7月頃 

・ 事後評価   協力終了3年後をめどに実施予定 

 



－1－ 

第１章 調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ザンビアにおいて、JICAは1997年3月から2007年7月まで「ルサカ市プライマリー・ヘルスケア・

プロジェクト」（PHCプロジェクト）を実施し、ルサカ郡の6つのコンパウンドにおいて、拡大子ど

もの成長促進活動（Growth Monitoring Programme Plus：GMP+)2、住民参加型環境衛生改善活動

（Participatory Hygiene and Sanitation Transformation：PHAST)3及びコミュニティ能力強化活動を通

じて、都市型貧困層向けの子どもの健康改善モデルを体系化し、ルサカ市におけるC-統合的小児

疾患管理（Integrated Management of Childhood Illness：IMCI）拡大に貢献してきた。 

PHCプロジェクトで体系化されたモデルは、プロジェクト実施中からザンビア政府より高い評価

を受けており、ザンビア政府はそのモデルを国家レベルの保健政策に反映し、同様の課題に直面

する他の都市地域に応用することを意図して、2006年にわが国に本プロジェクトを要請した。 

上記要請に対し、2007年4月わが国政府は正式に承認、採択し、今般下記の内容を実施するため、

2007年10月JICAは本件事前評価調査団を派遣した。 

 

（１）本件プロジェクトと国家政策（小児保健、環境衛生等）との関連（妥当性）の確認 

（２）PHCプロジェクトを通じ、保健省本省及びルサカ市郡保健管理チーム（District Health 

Management Team：DHMT）と策定した「統合的コミュニティ小児保健パッケージ」の、関係

ドナーへの説明及び理解促進 

（３）プロジェクト基本計画案［プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：

PDM）及び活動計画（Plan of Operations：PO）のVer.0］の策定及び合意 

（４）合意内容の整理、及び関連情報の分析 

 

１－２ 調査団員の構成 

 

担 当 氏 名 所属・役職 

総括・団長 相賀 裕嗣 JICA人間開発部 課題アドバイザー 

公衆衛生・疫学 佐々木 諭 
新潟大学大学院医歯学総合研究科 

国際感染医学講座公衆衛生分野 助教授 

評価計画 阿部 久美子 JICA企画・調整部 事業評価グループ  ジュニア専門員

協力計画1 菊地 太郎 JICAザンビア事務所 所員 

協力計画2 春原 拓海 JICAザンビア事務所付 職員 

（所属・役職は2007年10月当時） 

                                            
2 ボランティアが主体となってコミュニティ内で定期的に開催する子どもの体重測定の場を用いて、栄養指導や、健康・衛生教育、
予防接種、微量栄養素補給、家族計画などの包括的保健サービスをコミュニティ・レベルで提供することを可能とするしくみ。 

3 ボランティアが主体となって自らのコミュニティ内の環境衛生（飲み水、排水、トイレ、ごみ等）の状況・課題を分析し、改善策
を立案・実行していくしくみ。 
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１－３ 調査日程 

 

月日 曜日 時間 用件 

10月14日 日 12:50 ルサカ着（相賀団長） 

12:50 ルサカ着（佐々木団員、阿部団員） 
10月15日 月 

15:00 JICA事務所表敬、打合せ 

08:30 保健省子どもの健康ユニット訪問、打合せ 

09:30 JICA事務所と打合せ 

11:00 保健省計画開発局、公衆衛生調査局表敬 
10月16日 火 

14:15 保健省子どもの健康ユニットと打合せ 

08:30 ルサカ市DHMT訪問、打合せ 

10:00 在ザンビア日本国大使館表敬 

11:00 CCF訪問、打合せ 

14:00 HSSP訪問、打合せ 

10月17日 水 

15:30 HCP訪問、打合せ 

08:30 国連児童基金（UNICEF）訪問、打合せ 

10:00 カナダ高等弁務官事務所及びCAREと打合せ 10月18日 木 

11:30 JICA事務所と打合せ 

09:00 ルサカ市役所訪問、打合せ 
10月19日 金 

14:00 ルサカ市Bauleni地区視察 

10月20日 土 終日 調査団打合せ 

相賀団長 佐々木団員 阿部団員 
10月21日 日 

リビングストン郡視察 カブウェ郡視察 ンドラ郡視察 

郡役所訪問 郡役所訪問 郡役所訪問 

南部州保健局（PHO）

訪問 
中央州PHO訪問 

コッパーベルト州 

PHO訪問 10月22日 月 

郡保健管理チーム 

（DHMT）訪問 
DHMT訪問 DHMT訪問 

10月23日 火 Maramba地区視察 Makululu地区視察 Chipulkusu地区視察 

10月24日 水 ルサカ帰着、調査団打合せ 

09:30 保健省とPDM（案）、PO（案）及びM/M（案）作成 
10月25日 木 

14:00 調査団打合せ 

09:00 JICA事務所と打合せ 

13:00 保健省次官とM/M（PDM、PO含む）署名 10月26日 金 

15:00 在ザンビア日本国大使館報告 

07:20 ルサカ発（佐々木団員、阿部団員） 
10月27日 土 

13:50 ルサカ発（相賀団長） 
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１－４ 主要面談者 

【保健省本省】 （所属・役職は2007年10月当時） 

次官 Dr. Simon K.Miti 

計画開発局長 Mr. Davis M. Chimfwembe 

公衆衛生調査局長 Dr. Victor Mukonka 

小児保健専門官 Dr. Penelope Kalesha 

環境衛生専門官 Dr. Fordson Nyirenda 

  

【ルサカ市DHMT】 

局長 Dr. B. Tambatamba-Chapula 

計画開発課長 Dr. Clara Mbwili-Muleya 

環境衛生担当官 Mr. Meetwel Cheelo 

主任看護官 Ms. Monde M.C. Imasiku 

健康教育/栄養担当官 Ms. Mavis E.M. Kalumba 

  

【ルサカ市役所】 

書記官 Mr. Hakuyu Timonthy 

公衆衛生・公共サービス副部長 Mr. Amos Musonda 

  

【南部州PHO】 

局長 Dr. Lutangu Alisheke 

臨床ケア専門官 Dr. Caroline Phiri Chibawe 

  

【リビングストン郡DHMT】 

局長 Dr. Jelita Chinyonga 

看護担当官（母子保健担当） Ms. Rosey Akufuna Mwausa 

管理課長 Mr. Green Gibusenya 

保健情報担当官 Mr. Clarence L. Musumo 

  

【リビングストン郡役所】 

公衆衛生・公共サービス部長 Mr. George Kumoyo 

書記官 Mr. George Kalenga 

廃棄物処理課長 Mr. Paul Mukuku 

計画担当官 Ms. Josephine Chinbwali 

 

【ンドラ郡DHMT】 

局長 Dr. Chandwa Ngambi 

計画開発課長 Dr. Liliah S. Myemdwa 

コミュニティ連携調整官 Ms. Lynette Maambo 

環境衛生担当官（Nkwazi保健センター） Mr. Albert Mweemba 
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環境衛生担当官（Chipulukusu保健センター） Ms. Rosemary Bwembya 

  

【ンドラ郡役所】 

土木サービス部長 Mr. Gilbert Sendana 

書記官 Ms. Charity Nanda Mpande 

公衆衛生・公共サービス部長代行 Mr. Silumesi Siyanga 

財務部長代行 Mr. Mason Moonga 

計画開発部長代行 Ms. J.C. Sinkala 

住宅・社会サービス副部長 Mr. Davis Bwalya 

  

【中央州PHO】 

臨床ケア担当官 Dr. Victoria D. Musonda 

データ管理担当官 Ms. Gloria Silondwa 

環境衛生専門官 Mr. Teddy Wakunuma 

  

【カブウェ郡DHMT】 

計画開発課長 Mr. Mellarn S. Yuyi 

看護担当官（母子保健） Mr. Mildred Mwangala 

管理課長 Mr. Victor Musonda 

臨床ケア担当官 Mr. Patrik Mwenya 

  

【カブウェ郡役所】 

土木サービス部長 Mr. Cosmas Mpundu 

書記官 Ms. Vivian Chiwila Chikogi 

コミュニティサービス主任 Mr. Joseph Musole Kayombo 

  

【UNICEFザンビア】 

代表 Ms. Lotta R. Sylwander 

保健・栄養・HIV/エイズ部長 Dr. Tesfaye Shiferaw 

子どもの健康専門官 Mr. Mwale Rodgers 

  

【カナダ】 

高等弁務官代行 Mr. Pierre-Paul Perron 

  

【CARE（NGO）ザンビア】 

代表代行 Ms. Kathleen O'Brien 

保健・HIV/エイズ事業部長 Ms. Mary Simasiku 

保健・HIV/エイズ事業担当 Ms. Veronica L. Muntanga 

カズングラ支部 Ms. Ulembe Chinyemba 

カズングラ支部 Ms. Brenda Kambaula 
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カズングラ支部 Mr. Phillip Cheeba 

ンドラ支部 Ms. Helen 

ンドラ支部 Ms. Monica Myila 

  

【CCF】 

HIV/エイズ調整官 Ms. Pushpam Chakupurakal 

業務調整官 Mr. Godfrey Mwelwa 

  

【HSSP】 

施設IMCI調整官 Dr. Nanthalile Mugala 

  

【HCP】 

代表 Ms. Lynn Lederer 

プログラム担当 Mr. Steve Sichone 

  

【在ザンビア日本国大使館】 

特命全権大使 三田村 秀人 

二等書記官 片山 銘人 

  

【JICAザンビア事務所】 

所長 鍋屋 史朗 

ボランティア調整員 彦根 克己 

ボランティア調整員 星  誠 

母子保健プログラム担当現地職員 Mr. Festus Lubinga 

 

１－５ 調査方法 

今回の事前評価調査においては、以下の調査手法を取り入れた。 

 

（１）文献調査 

本プロジェクトは、プライマリー・ヘルスケア（Primary Health Care：PHC）プロジェクト

で蓄積した経験、技術の国家レベルへの応用を意図して要請されたことから、事前にPHCプロ

ジェクトの各種調査報告書、プロジェクト専門家の業務完了報告書、JICAザンビア事務所の

保存するザンビア保健省発行の各種報告書から情報収集を行った。 

 

（２）現地での関係者訪問、インタビュー 

保健省本省関係部局、ルサカ市DHMTに対しては、本プロジェクト要請の背景及び国家政策

（小児保健、環境衛生等）との関連を再確認した。 

また、国連児童基金（United Nations Children’s Fund：UNICEF）、CARE（The Cooperative for 

Assistance and Relief Everywhere）ほか、NGOプログラムに対しては、個別訪問を通じて、プ

ロジェクト実施の背景及びPHCプロジェクトで策定した「統合的コミュニティ小児保健パッケ
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ージ」を説明し、プロジェクトの実施についての理解を得た。 

さらに、プロジェクトの重点活動対象郡の候補と考えていた、南部州リビングストン郡、

中央州カブウェ郡及びコッパーベルト州ンドラ郡では州保健局（Provincial Health Office：PHO）、

郡議会及びDHMTを訪問し、重点活動対象郡となった場合の対応について協議した。 

上記の訪問及びインタビューについては、ルサカ市DHMTの元PHCプロジェクト関係者

（PHCプロジェクトのコミュニティ保健調整官としての研修を受講している）が同行し、訪問

先との議論を支援した。 

主任看護官（住民組織リエゾンオフィサー） Ms.Monde M.C. Imasiku（10/16-10/25） 

健康教育/栄養担当官 Ms.Mavis E.M. Kalumba（10/21-10/24） 

環境衛生担当官 Mr.Meetwel Cheelo（10/21-10/24） 

 

（３）プロジェクト基本計画案（PDM及びPOのVer.0）の策定及び合意 

各重点活動対象候補郡の訪問後、保健省公衆衛生調査局長、小児保健専門官及び環境衛生

専門官と調査団、JICA事務所との間で、案件基本計画案（PDM及びPOのVer.0）を作成し、協

議に参加しなかった計画開発局の承認を得た後に、調査団長と保健省次官との間で、協議覚

書（M/M）の付属文書として合意した。 
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第２章 調査結果 
 

２－１ 団長総括 

調査団滞在中に、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）及び活動計画（PO）のVer.0

に基づくプロジェクト基本計画案について保健省と合意できたものの、主たる投入を行う重点活

動対象郡の選定について最終的な合意にまで至らなかったことは、今後の事前評価調査表の完成

を含む事前評価プロセス、及びその後に続く保健省との討議議事録（Record of Discussion：R/D）

締結を含む実施協議プロセスの進捗に影響を及ぼすことになった4。もし、対処方針会議をふまえ、

調査団が派遣される前に重点活動対象郡の選定基準について保健省から何らかの要望を受けてい

たら、訪問する都市も含め調査団滞在中に重点活動対象郡の選定ができていただろうと思われた

だけに、重点活動対象郡の選定について合意できなかったことは、案件開始前の準備を促進する

観点では残念な結果に終わったと言わざるを得ない。 

また、本プロジェクトの活動の多くを占める小児保健及び環境衛生、ならびにコミュニティ支

援に関する研修の構成が3段階［2種類の指導者研修（Training of Trainers：TOT）と1種類の一般研

修］となったことは、3年間という限られたプロジェクト期間内でコミュニティ内における自主的

な予防保健サービス提供活動を実現させる点では、決して理想的な形態とはいえない。しかし、

ザンビアの地方分権化の流れを考慮すると、やむを得ない措置ではないかと考えられる。 

全体的には、上述の重点活動対象郡の選定及びTOTの進め方を除けば、おおむね対処方針どおり

の結果となったといえよう。以下、これらの2点を含め、協議覚書（Minutes of Meeting：M/M）に

取りまとめた重要事項について「２－２」から「２－８」に記す。 

 

２－２ 重点活動対象郡の選定 

そもそも、本プロジェクトは、プライマリー・ヘルス・ケア（PHC）プロジェクトで体系化され

たモデルを国家レベルの保健政策に反映し、同様の課題に直面する他の都市地域に応用すること

を意図して要請されたものである。プロジェクトの活動範囲については、対処方針会議ではコミ

ュニティ小児保健及び環境衛生に関する国家指針の策定（国家レベルの活動）だけでなく、ザン

ビア内のすべての10都市郡（Urban district)5、そのうちルサカ、ンドラ、カブウェ、リビングスト

ンの4郡を重点活動対象候補郡に設定した6。そして、PHCプロジェクトがその体系化したモデルに

基づいてルサカ市6地区で実施したように、4郡及びそれが管轄する州においては保健行政組織を

核に、住民組織ボランティアを活用した子どもの健康改善、環境衛生及び住民組織能力強化に関

する活動（フィールドレベルの活動）まで含めて小児の健康改善を支援する体制を強化する方針

をあわせて採用することにした。 

しかし、保健省は、国家レベルの活動はもちろん、フィールドレベルの活動を全9州72郡の都市

地域で実施するよう要請してきたため、調査団はプロジェクト実施予算を含む計画の実現妥当性

の面からも保健省の要請は受入れ困難とし、重点活動対象郡以外の郡は投入を限定する非重点活

動対象郡として別に設定することで合意した。しかし、どの郡を重点活動対象郡とするかについ

                                            
4 重点活動対象郡を含む実施協議の結果については、2-2参照。 
5 ザンビア政府による都市郡（Urban district）の定義が存在しなかった。よって、調査団は、当初、都市人口が 60％を超える郡を都
市郡（Urban district）と定義した。 

6 PHCプロジェクト短期専門家｢地域保健政策｣報告書（2007年 3月） 
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ては、上述のとおり最終的な合意に至らず、合意しているルサカ郡以外の重点活動対象郡につい

ては、①各郡の主要疾病指標のレビュー、②各郡の都市人口規模のレビュー、③保健省内部や他

の開発援助機関との調整等により保健省側で再考、提案したいとの強い要望を受けた。調査団は、

①疾病指標・都市人口規模の統計データや他の開発援助機関との調整結果を明示する、②日本側

の意向も考慮した上でJICAザンビア事務所と保健省間でR/D協議時に合意する、の2点を条件に、

調査団はこれを受け入れることとした。 

調査団派遣後の2008年5月、保健省は北部州カサマ及びルアプラ州マンサを新たに対象地域とす

るようJICAに提案してきた。しかし、その直後に保健省小児保健ユニットより修正提案がなされ

た。その内容は、カサマはCAREが類似プロジェクトを実施済、マンサはCARE及びPlan International

が類似プロジェクトを実施中とのことから、当該2都市に替えて北西部州ソルウェジ及びコッパー

ベルト州キトウェにするというものであった。 

その提案を受けて2008年6月、JICAザンビア事務所は現地職員による現地調査を実施した。現地

調査により、新たに提案されたキトウェ及びソルウェジに関して確認された妥当性の概要は以下

のとおり。 

 

（１）キトウェ 

① キトウェは人口（約37万6,000人）のうち、95％以上が都市に居住しており、下水設備に

アクセスできているのは53％、同じく上水道設備へのアクセスは75％にとどまっている。

公衆衛生環境の不備やその意識の低さに起因してマラリアや下痢等が死亡原因の多くを

占めており、コミュニティレベルにおける公衆衛生環境の向上や母子保健対策が急務で

ある。 

 

（２）ソルウェジ 

① 人口増加が著しい北西部州の州都で、増加人口を収容する住居の供給が追いつかず、ル

サカ同様に低所得者層のコンパウンド地区が発生する兆候がみられる。 

② 市内には下水処理施設がなく汚水の処理がほとんどされていない。また適切な廃棄物収

集も市内の5％でしか実施されておらず、公衆衛生環境の向上が急務である。 

現地調査について引き続きJICA及び保健省にて検討した結果、ルサカ、カブウェ、キトウェ、

ソルウェジの4都市を対象地域とすることについて合意し、2009年4月に締結したM/Mにおいて正

式に合意した（付属資料2参照）。 

 

２－３ プロジェクト活動の実施形態 

本プロジェクトでは、州保健局（PHO）へのTOTをはじめ、保健行政における上位レベルから階

層的に研修を実施していくデザインとなっている。そして、最終的には郡保健管理チーム（DHMT）

から研修を受けた保健センター担当者が、コミュニティに出向いて、住民保健委員会と住民組織

間の調整及び所得創出活動（Income Generation Activity：IGA）を指導することになる。 

当初、このような案件デザインについては、TOT及び一般研修の効果が末端組織まで確実に伝達

されるまでに多くの段階を経ることから、①保健センター担当者が研修機会を得るまでに時間を

要する、②研修のいずれかの段階で研修内容が解釈される、誤って伝達される、等の危惧が挙げ

られていた。 
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そこで、予防保健サービスの提供に関する研修については、①DHMTへのTOT、②DHMTから保

健センターへの一般研修、の2段階とし、サービス提供のモニタリング及び指導に関する研修につ

いては別途、PHOを対象に実施することが調査団により提言された。 

それに対し、保健省はすべての研修においてPHOに中核的役割を担わせる必要があると主張し、

協議の結果、①PHOへのTOT、②PHOからDHMTへのTOT、③DHMTから保健センターへの一般研

修、という3段階のプロセスを階層的に実施することとなった。 

この背景には、国家地方分権化政策（National Decentralization Policy；2004年施行）に基づき、

これまで保健省が直轄していたDHMTの機能のうち、基礎的保健医療サービスの提供に関連する機

能が地方自治住宅省の管轄する市、郡役所に権限委譲される7という政府の方針が挙げられる。権

限委譲は2009年現在も実現していないが、もし将来的になされればDHMTの人材と予算が郡（市）

役所に移行されることになる。したがって保健省としても、PHOの権限を維持、拡大する必要が

あることが考えられる。 

 

２－４ 本プロジェクトのザンビア側予算措置 

ザンビア保健省の予算（1月から12月まで）は、前年9～10月頃に各DHMTから予算編成作業を開

始し、PHO、本省の審査を経て、財務省及び内閣が最終的に承認する当年3月に年次行動計画（Action 

Plan）のなかで各局のプログラムごとに計上される8。 

本プロジェクト実施に関する予算措置はコミュニティ-統合的小児疾患管理（C-IMCI）、拡大子

どもの成長促進活動（GMP+）及び住民参加型環境衛生改善活動（PHAST）に関連するプログラム

に計上される予定であり、2006年及び2008年の同プログラムの予算計画は表1のとおりであった。 

 

表１ 各プログラムの予算 

年度 プログラム 予算 

IMCI拡充プログラム 

（C-IMCIの割合は不明） 

1,319,052,000ZMK 

（約35,984,000円） 
2006年 

PHAST拡充プログラム 742,525,000ZMK 

（約20,338,000円） 

C-IMCI拡大（60郡）プログラム 1,908,352,000ZMK 

（52,060,000円） 
2007年 

GMP+促進戦略強化プログラム 91,966,000ZMK 

（約2,509,000円） 

C-IMCI浸透プログラム（72郡） 1,468,405,000ZMK 

（40,058,000円） 
2008年 

PHAST/WASHE 5州9改善プログラム 383,360,922ZMK 

（10,458,000円） 

                                            
7 地方分権化政策に先行して実施された 1992年の保健改革では、DHMTは市、郡役所とは独立して設置され、基礎的保健サービス
の提供に関する権限委譲が進んでいた。 

8 この予算編成スケジュールでは毎年 1～3月が予算空白時期となるため、2009年度よりスケジュールが見直され、8月から予算編
成作業に着手し、前年 12月中に次年度の年次行動計画の完成をめざすようになった。 

9 ルアプラ州、北部州、南部州、中央州及びコッパーベルﾄ州 
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2008年は5,000万円程度の予算措置が期待できると思われるが、そのうち本プロジェクトの経費

として割り当てられる金額についてはプロジェクト開始後に保健省と確認する必要がある。 

そして、2007年にPHASTに関する予算が計上されなかったように、ザンビアでは支援ドナーの

戦略都合等により、プログラムごと及び予算年度ごとの予算措置の差が大きく、かつ計画額と実

際の支出額には乖離が生じることも多い。従ってプロジェクト開始後もプロジェクト経費の負担

について保健省と常に確認をとる必要がある。 

また、今次調査が実施された2007年10月中旬から下旬は、各DHMTが作成した予算原案がPHO

を経て本省の審査段階に付されている時期であったため、調査団は保健省に対してプロジェクト

実施のためのザンビア側負担経費の計上についての協議を実施することが可能となり、かつM/M

にもその旨記載することができた。もし調査団の協議が11月以降になっていれば、ザンビア側の

2008年予算策定プロセスとの関係でザンビア側プロジェクト経費の計上は非常に困難になってい

たものと思われる。 

 

２－５ 実践ツール・パッケージの標準化 

本プロジェクトでは、都市地域において自主的な予防保健サービスが提供可能となるような小

児保健システムの強化をめざしており、その国家的な実践ツールとしてコミュニティ小児保健及

び環境衛生に関する国家指針の策定をめざしている。そのうち、小児保健については、政策レベ

ルの文書として“National Child Health Policy（国家小児保健政策)”が、コミュニティ小児保健に

関する戦略レベルの文書として“Child Health in the Community National（Community IMCI）Strategic 

Plan 2006-2009”がおのおのすでに国家レベルで採択されており、コミュニティ環境衛生について

も政策レベルの文書である“National Environmental Health Policy（国家環境保健政策)”（ドラフ

ト）において、コミュニティにおける住民参加の重要性が提起されている。 

しかし、これらの政策、戦略文書は大まかな方向性を示すものの、具体的に『何を』、『どのよう

に』、『どんなタイミングで』実践するのか、すなわち“How to”を示していない。よって、これ

らの政策、戦略文書に沿った、実践ツール・パッケージ（Practical Tool Package）が必要となる。

PHCプロジェクトは、その実践ツールを“Guidelines for Integrated Community-based Child Health 

Package”として取りまとめたが、特に小児保健については、保健省には国連児童基金（UNICEF）、

CARE、HSSP（Health Services and Systems Programme）、HCP（Health Communication Partnership）

など他の開発援助機関が策定を支援した同様な実践ツール・パッケージが複数存在しており、さ

らにそれらのパッケージの内容はおおむね重複している10。そして、保健省本省だけでなく、PHO、

DHMT、保健センターでも、それら小児保健実践ツール・パッケージのうちどれを実践に活用する

べきか、という点で多少なりとも当惑、混乱しているのが現状である。 

従って、本プロジェクトでは、プロジェクト開始後の半年から1年の間にかけて、コミュニティ

小児保健及び環境衛生について国家レベルで指針として標準化された実践ツール・パッケージを

策定することが求められており、特に小児保健については、他の実践ツール・パッケージとの統

合作業が必要である11。PHCプロジェクトの“Guidelines for Integrated Community-based Child Health 

                                            
10 PHCプロジェクトの実践ツール・パッケージは、環境衛生、住民組織強化を含めた都市型貧困層に対するプライマリー・ヘルス
ケアに焦点をあてた、という意味では他の小児保健パッケージとは異なっており、独自性を有している。 

11 環境衛生については、現在支援する開発援助機関が少なく、PHCプロジェクト以外に実践ツール・パッケージを策定した事例は
報告されていないことから、他のパッケージとの統合作業はないものと考えられる。 
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Package”のうち、コミュニティ小児保健について比較優位性のある部分を国家標準に取り入れる

よう働きかけることが求められる。 

これら実践ツール・パッケージの標準化作業には細心の注意を払う12べきである。開発援助機関

はおのおの独自の関心、方針及び戦略をもっているだけに、本プロジェクトでは、粘り強い交渉

力、調整力、指導力等をもった専門家が配置されることが必要不可欠となるであろう。また、標

準化のプロセスは保健省の公式な場であり、JICAはあくまでも一開発援助機関として振る舞うに

とどまり、保健省の黒子
．．
に徹する必要があろう。さもなければ、他開発援助機関から、「なぜ、JICA

が国家標準パッケージを取りまとめるのか」という反発を買うことになりかねない。 

 

２－６ ザンビア政府関係機関との連携、調整 

本プロジェクトでは、開発援助機関との調整のみならず、保健省をはじめ国内の関係機関と連

携、調整も重要となる。 

本プロジェクトにおける保健省本省の担当局は、後段「３－２」で説明するとおり、公衆衛生

調査局になるが、保健省以外の国内関係機関との連携では、小児保健に関しては小児栄養失調の

観点で国家食糧栄養評議会（National Food and Nutrition Commission：NFNC）、環境衛生及び住民組

織強化に関しては住民参加型の給水事業、ごみ収集などの観点で地方自治住宅省や市、郡役所と

の調整が今後重要となると考えられる。例えば、環境衛生の実践ツールであるPHASTは安全な水

へのアクセスが一定レベルに維持されている状況には効果的であるが、それが満たされていない

場合には効果は期待できない。換言すれば、保健省以外の国内関係機関と協調した活動がプロジ

ェクト効果を確保し、さらに相乗効果を生むであろう。従って、実践ツール・パッケージの国家

レベルの標準化作業には、これらの国内関係機関を当初から巻き込んで進めることが望ましい。 

上記の公共サービスは各市、郡役所の公衆衛生・公共サービス部が提供し、住民参加型の事業

実施体制及び運営・維持管理体制は同じく各市役所の住宅・社会サービス部が所掌している。ル

サカ郡を例にとると、ルサカ郡保健管理局とルサカ市役所公衆衛生・公共サービス部は職員の兼

務などを通じて緊密に連携している13。 

「２－３」で説明したとおり、今後DHMTの基礎的保健サービス提供機能が市、郡役所に統合さ

れる政策的な潮流のなかでは、環境衛生及び住民組織強化については、事業開始当初より市、郡

役所と連携、調整することが必要となるものと思われる。 

 

２－７ プログラム・アプローチを通じたプロジェクト運営 

JICAのザンビア保健医療セクターは3つのプログラム（HIV/エイズ及び結核対策支援プログラム、

母と子どものための健康対策支援プログラム、保健行政能力向上プログラム）で構成されており、

本プロジェクトは、そのうち、低い母子保健指標の改善を目的とした「母と子どものための健康

対策支援プログラム」の協力として位置づけられる。 

同プログラムでは、小児の健康改善のほか、マラリア、リプロダクティブ・ヘルスといった課

題を中心に形成されている。プログラム目標と具体的な実施案件等は表2のとおり。 

 

                                            
12 参画する開発援助機関が多い小児保健に関しては、特に細心の注意を払うべきである。 
13 ｢ルサカ市未計画居住区住環境改善計画｣基本設計調査報告書 
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表２ プログラム目標と実施条件 

プログラム目標 サブプログラム（課題） 実施中、実施予定の案件 

小児の健康改善（予防接種体

制の強化、小児保健システム

強化等） 

・ 技プロ「都市コミュニティ小

児保健システム強化プロジェ

クト」 

・ 技協個別案件「感染症対策医

療特別機材」 

・ 技協個別案件「コールドチェ

ーン維持管理及びワクチン管

理能力向上研修」 

・ 無償「第二次予防接種体制整

備計画」 

・ 草の根技協「チボンボ郡農村

地域プライマリー・ヘルスケ

ア・プロジェクト」 

妊産婦の健康改善、リプロダ

クティブ・ヘルス 

・ 地域別研修「リプロダクティブ・

ヘルス行動変容戦略セミナー」

小児及び女性への基礎的な保

健医療サービスの改善を通

じ、ミレニアム開発目標（MDG）

にある乳幼児死亡率及び妊産

婦死亡率削減へ貢献する 

マラリア対策 ・ 無償「マラリア総合対策計画」

 

本案件は、予防接種、栄養改善、環境衛生を含む包括的な小児保健システムを強化するプロジ

ェクトであることに加え、事業規模（約3億9,000万円予定）もザンビア保健医療セクターの協力と

しては最大であることから、同プログラムにおける中核的案件と位置づけられる。 

同じく、小児の健康改善サブプログラムにはワクチンの供与及び管理体制強化、コールドチェ

ーン機材の供与及び維持管理能力の強化に関する協力を実施しており、これらの案件との相乗効

果が得られるようプロジェクトを運営していくことが望まれる。 

さらに、下記「２－８」のとおり、他プログラムの事業、あるいはボランティア事業との連携

はプロジェクト活動を補完する効果が見込まれることから、積極的に検討することが望まれる。 

 

２－８ プログラムを横断した形での連携 

「母と子どものための健康対策支援プログラム」以外でも、下記の事業との連携はプロジェク

ト活動を補完する効果が見込まれることから、積極的に検討することが望まれる。連携イメージ

図を図1に示す。 

 

（１）都市給水・衛生改善支援 

｢安全な水供給プログラム｣の協力として、JICAは2000年度から2002年度にかけて｢住民参加

型給水計画｣（開発福祉支援事業）をCAREへの委託を通じて実施した。この事業は、1994年

の国家水利政策（National Water Policy）、1997年の水供給・衛生法令（Water Supply and Sanitation 

Act）に基づき、無償資金協力｢ルサカ市都市給水計画｣で整備した市内給水施設における住民

参加型による維持管理手法の定着を目的としたものである。 

続いて2002年度から2004年度には同事業で培われたノウハウを基に、ルサカ市上下水道公
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社を実施機関としてルサカ州（チョングウェ郡、カフエ郡）、東部州（チパタ郡）、中央州（カ

ブエ郡）、ルアプラ州（マンサ郡）等の州都を含む比較的都市化された郡の役所及び上下水道

公社から合計90名（30名/年×3回）に対する現地国内研修｢住民参加型給水事業｣を実施した。 

さらに、2007年度からは地方自治住宅省インフラ支援サービス局と協力して、全国をカバ

ーする10ヵ所のCU（Commercial Utility=営利公共サービス提供者；上下水道公社から改編され

た公共事業サービス公社）及び地方自治体（市、郡役所）の職員に対し、都市給水事業に関

する衛生改善研修を実施している。 

衛生環境の改善を通じた安全な水へのアクセシビリティ向上は、コレラ、下痢症疾患など

小児の死亡原因の上位を占める疾病の罹患率減少に大きく貢献することから、「２－６」で説

明したとおり、郡レベルではDHMTと市、郡役所間の調整が必要となると同時に、JICA事業

間においても連携を強化することが求められる。 

 

（２）青年海外協力隊派遣 

本プロジェクトでは、最終的にはコミュニティ・レベルにおいて住民保健委員会、住民組

織による自主的な予防保健サービスが導入され、定着しなければならないが、日本人専門家

をはじめ、プロジェクトの投入は保健省本省をベースとして重点活動対象郡における保健セ

ンターまでにとどまることになる。従って、コミュニティ・レベルでの予防保健サービスの

持続性を確保するためには、住民組織によるIGAのモニタリング等でボランティア事業と連携

することが望ましい。具体的には重点活動対象郡の市、郡役所（住宅・社会サービス部）、あ

るいはDHMTに村落開発普及員が派遣され、住民組織ボランティアの活動、住民組織の設立す

るIGAバスケットファンド運営委員会の活動モニタリングを支援することが想定される。 

連携する時期としては、本プロジェクトにおける住民組織へのIGAに関する介入はプロジェ

クト開始後約半年以降に予定されていることから、その時期に経験のある短期の青年海外協

力隊員を重点活動対象郡に派遣し、プロジェクトへの支援活動が軌道に乗った後に長期の隊

員を派遣し、住民活動のモニタリング活動が継続されるような連携を提案したい。 
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図１ プログラムを横断した形での連携イメージ 
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第３章 要請の背景 
 

３－１ コミュニティ・レベルにおける統合的小児保健活動の必要性 

ザンビアにおける乳幼児死亡の原因となる疾病の7割は、下痢症、肺炎、マラリア、麻疹、栄養

失調などの予防可能な疾病である。それらの疾病による死亡の大半は家庭内で発生しており、養

育者が疾病の知識をもち、重症化する前に医療施設へ連れて行くなど適切に対処していたならば

防ぐことが可能であるとされている。一方、医療現場においても状況は深刻である。危機的な人

材不足により、大半の医療施設は、医療従事者の適正配置人数を下回り、充分なヘルスサービス

を提供できない問題を抱えている。 

2000年に設定されたミレニアム開発目標（Millennium Development Goal：MDG）では、2015年ま

でに乳幼児死亡率を1990年の水準の3分の1（1,000出生対63）に削減することをめざしているが、

2002年におけるザンビアの5歳未満児死亡率は、1,000出生対168と依然として高く、現在の状況が

続けば2015年のMDGの達成が困難となる可能性があると指摘されている。 

このような状況で、乳幼児の死亡率減少も含め小児の健康改善に向けて求められるのは、コミ

ュニティ内の基礎的保健サービスへのアクセシビリティを高めることであり、同時に予防可能な

疾病を未然に防ぐための適切な知識を養育者にもたせ行動変容を促したり、重症化以前に適切な

医療処置を施すことである。 

プライマリー・ヘルスケア（PHC）プロジェクトが過去10年にわたり実施してきた、コミュニテ

ィ・レベルにおける統合的小児保健活動は、拡大子どもの成長促進活動（GMP+）、住民参加型環

境衛生改善活動（PHAST）に代表される環境衛生活動を組み合わせて栄養失調、下痢症、麻疹な

どの疾病予防を包括的に取り組んだだけでなく、郡保健管理チーム（DHMT）に代表される地域の

保健行政機関と連携しながら、住民組織ボランティアの育成から所得創出活動（IGA）の実施を含

む住民組織の強化を通じたボランティア活動の持続性の確保まで含めることで、コミュニティに

おける基礎的保健サービスの自立発展的な提供体制の構築をめざしたものである。 

それらはすべて、第5次国家開発計画、国家保健開発計画をはじめ、ザンビアの国家的な開発計

画、課題別の政策及び具体的な戦略文書に合致していることは、表3に示すとおりである。 
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表３ コミュニティ・レベルにおける統合的小児保健活動とザンビア政策との関連 

 第5次国家開発計画

（2006-2010） 

国家保健開発計画

（2006-2010） 

国家小児保健政策 

（2005年） 

国家環境衛生政策 

（2001年ドラフト） 

国家コミュニティ 

小児保健戦略計画

（2006-2009） 

GMP+ ・乳児死亡率（出生1,000

対95）及び5歳未満児

死亡率（1,000対168）

を減少 

・PHCアプローチにより

下痢、栄養失調など子

どもの健康問題が取

り上げられた。 

・子どもへの食料配布を

通じた成長モニタリ

ング 

・高い乳児死亡率（出生

1,000対95）及び5歳未

満児死亡率（1,000対

168） 

・コミュニティ-統合的小

児疾患管理（C-IMCI）

及び施設IMCIの拡大 

・適切な飲食物の供給及

び授乳 

・健康教育の促進 

・下痢症と栄養失調の

脅威 

・包括的な子どもの疾

病管理活動の実施 

・5歳未満児の栄養改善

と成長促進モニタリ

ングの強化 

・子どもの疾患減少の

ための行動変容の促

進 

（記載なし） ・子どもの健康及び栄養

改善に必須である家

族習慣（ Key Family 

Practices）の包括的な

促進 

・コミュニティにおける

子どもの成長促進モ

ニタリングの確立 

・コミュニティにおける

マラリア対策、予防接

種拡大、子どもの健康

週間及び水、衛生及び

保 健 教 育 実 施 体

（WASHE）の実施 

PHAST ・さらに多くの都市及び

都市周辺地域で持続

的な水供給及び衛生

環境を受けられるよ

うにする。 

・脆弱な衛生環境に関す

る認識を広く国民に

知らせ、改善に参加す

るよう促す。 

・報告される症例の80％

以上が下痢症など衛

生環境に起因する。 

・22郡がPHASTを導入

し、72郡への拡大をめ

ざす。 

 

・下痢症で死亡する88％

の子どもが予防可能 

・コミュニティでの水供

給、衛生などの質及び

住環境の日常モニタ

リングの確保 

・PHASTの導入検討 ・手洗いの励行で下痢症

の発症を 35％前後削

減可能 

・常時、住環境を清潔に

保つことで疾病予防

が可能 

・安全な飲料水の確保及

び貯蔵 

・排便のためのトイレの

使用促進 
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コミュニティ

転送サービス

・貧困層にとって保健医

療サービスは敷居が高

い。 

・すべての国民が平等に

保健医療サービスを

受けられるようにす

る。 

・共通する子どもの疾患

の特定のためのコミ

ュニティの一層の参

加。 

（記載なし） ・保健施設とコミュニテ

ィの連携促進 

・保健施設及びサービス

の利用度向上 

・治療後におけるコミュ

ニティへの結果フィ

ードバック 

DHMTの能力

強化 

・保健改革を通じて、予

防保健サービスに関

する計画及び実施権

限を委譲する。 

・全郡のDHMTに資金運

用管理システム（FAMS）

を導入。 

（記載なし） ・質の高い環境衛生技師、

担当官の確保 

・環境保健に関する研修

実施 

・郡WASHEとの連携 

（記載なし） 

自立発展のた

めのコミュニ

ティ強化 

・都市の低所得者層の

58％が貧困層に分類

される。 

・貧困層の保健医療サー

ビス、水供給及び衛生

環境を手に入れるこ

とが困難。 

（記載なし） ・コミュニティ強化はニ

ーズ中心型の環境保

健活動を自立発展さ

せるためにきわめて

重要。 

・コミュニティ保健改革

資金の導入 

・コミュニティに近いと

ころで実施する行政

サービス計画にコミ

ュニティの声を活用

する。 

・コミュニティの住民が

資金を獲得する手段

を確保する。 
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３－２ 小児保健及び環境衛生分野における国際機関、他ドナーの活動 

JICAは、「第２章２－７」の各案件を通じ、これまで小児保健における主要ドナーとしてのプレ

ゼンスを確保してきたことから、本プロジェクトの実施により引き続き小児の健康改善に貢献す

ることが期待されている。 

ザンビアの保健セクターでは主要課題を16のサブ・セクターとして分割しており、小児保健サ

ブ・セクターでは、JICA以外に国連児童基金（UNICEF）、カナダ国際開発協力庁（Canadian 

International Development Cooperation Agency：CIDA）、HSSPが政策レベルにおける主要ドナーとさ

れているので、各ドナーの活動について以下に記す。 

 

（１）UNICEF 

ザンビアへの支援プログラムは、①保健/栄養、②基礎教育、③子どもの保護（孤児支援）、

④水供給/衛生に分けられており、2007年の通常拠出の計画額は約1,550万ドルであった。その

うち小児保健は①保健/栄養プログラムに該当し、2007年は約600万ドルの支援を計画。内容

は、IMCI（C-IMCI及び施設IMCI）拡大、予防接種拡大、マラリア対策、栄養改善等の政策、

戦略及びガイドラインの策定に関する技術支援といった従来の協力に加え、2007年に表明し

た“Global Partnership for Maternal, Newborn and Child Health”14の促進活動に力を入れている。

また、ザンビアでは2007年に母子感染による子どものHIV陽性者が1万人を超えたことから、

母子感染予防の予算額を増加している。 

本プロジェクトに関していえば、コミュニティ小児保健及び環境衛生国家指針の標準化作

業について連携可能と思われる。 

 

（２）CIDA 

基本的にセクター財政支援（バスケットファンド）の協力形態をとっており、2007年の拠

出計画は1,268万カナダドル（約1,235万米ドル）であった。 

保健セクターにおける現在唯一のプロジェクト支援が、2008年にCARE Internationalに委託

して開始する「C-IMCI能力強化プロジェクト」であり、これはルサカ州（ルサカ市）、コッパ

ーベルト州（ンドラ郡）及び北部州（カサマ郡）で実施したC-IMCIの先行事業を基に、ルサ

カ州、中央州及びルアプラ州の8郡に展開するとともに、保健省と経験を共有し、能力強化を

図ることで、拡大するC-IMCIの質的改善をはかる事業である。概要は以下のとおり。 

① 中央、州レベル 

・C-IMCI国家戦略計画の実施方針の策定 

・C-IMCI国家戦略計画を実施するためのガイドライン、マニュアル等の策定 

・州保健局（PHO）に対する、DHMTを監督、指導するための技術支援 

② 郡、コミュニティ・レベル 

・C-IMCI実施のための研修 

・コミュニティへの監督、管理研修 

・上記に必要となる機材供与、資金協力 

このように、CIDAの活動は本プロジェクトと小児保健及び住民組織強化の分野で重複して
                                            
14 世界保健機構（WHO）の“The partnership for Safe Motherhood Initiative”、Save the Children USAの“The Healthy Newborn Partnership”
及び UNICEFの“The Child Survival Partnership”を統合したもの 
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いる内容が多い［3年間で総額684万カナダドル（約666万米ドル）］。 

PHCプロジェクトでは、CAREはルサカ市の他地区でプロジェクトを実施していたので、活

動が重複することはなかったが、彼らもC-IMCIの拡大及び質的改善のためには保健省小児保

健ユニットの能力強化が不可欠と考えており、今回同じタイミングでほぼ同じ内容の案件形

成を検討していることが判明した。調査団滞在時には保健省はまだCAREの事業提案に合意し

ていなかったが、早晩合意することは確実であることから、本プロジェクトが開始された後

は、先行するであろうCARE案件と調整、協力しながら、コミュニティ小児保健国家指針の標

準化作業を実施しなければならない。 

 

（３）HSSP 

HSSPは米国国際援助庁（United States Agency for International Development：USAID）の資金

協力を得て、基礎的保健医療サービスの提供体制を改善するために保健省に技術支援を実施

するプログラムであり、その協力内容は、①小児保健/栄養、②マラリア対策、③リプロダク

ティブ・ヘルス、及び④保健システム強化である。 

小児保健では、国家予防接種体制強化計画レビュー等の策定に関する技術支援のほか、独

自のIMCIガイドラインを作成したが、コミュニティにおける住民参加活動までカバーしてい

ないことから、本プロジェクトにおいてコミュニティ小児保健国家指針の標準化作業に協力

する意向を示している。 

このほか、コミュニティ小児保健活動を支援するドナー（NGO、プログラム）としては、

CCF（Christians Children’s Fund）及びUSAID系のHCPが存在する。それらの活動地域及び内容

は表4のとおり。 

 

表４ CCF、HCPの活動地域と活動内容 

 活動地域 活動内容 

CCF ルサカ州（チョングウェ郡、ルアングア郡、カフエ郡）、中

央州（ムンブワ郡、チボンボ郡）、コッパーベルト州（マサ

イティ郡）、東部州（ニンバ郡） 

HIV/エイズ対策 

小児保健 

予防接種及び栄養改善

所得創出活動 

HCP ルサカ州（チョングウェ郡、ルアングア郡）、中央州（ムク

シ郡、セレンジェ郡）、コッパーベルト州（ルアンシャ郡、

ムポングウェ郡）、北部州（ムピカ郡、ムプルング郡）、ル

アプラ州（チエンゲ郡、カワンブァ郡）、東部州（ペタウケ

郡、チャジザ郡）、南部州（チョマ郡、シアボンガ郡）、西

部州（カラボ郡）、北西部州（ムフンブウェ郡、カセンパ郡）

HIV/エイズ対策 

小児保健 

予防接種及び栄養改善

マラリア対策 

リプロダクティブ・ヘ

ルス 

 

CCF、HCPとも州都のない郡で活動しており、その意味では都市地域よりも農村地域のコミ

ュニティ活動を重視していると考えられることから、本プロジェクトの重点活動対象郡と重

複する可能性は少ないものと思われる。また、両機関ともC-IMCI国家戦略計画の存在は把握

しているものの、計画に基づく実際の活動指針は存在していないので、彼ら独自の方法でコ

ミュニティ小児保健活動を実施している。本プロジェクトで国家指針が標準化されれば、統
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一した方法で活動が実施されることが期待される。 

一方、環境衛生に関する他ドナーの支援状況は年次行動計画で把握することができる。表5

のとおり、2006年度は世界銀行（World Bank：WB）及び世界保健機構（World Health 

Organization：WHO）が中心的な支援ドナーであったが、2007年度は環境衛生プログラムにま

ったく予算が計上されておらず、ドナーが単独で実施している環境衛生プロジェクトを除け

ば、ザンビアでの環境衛生改善は停滞していたと考えられる。 

2008年度に再び予算が計上されているものの、予算が安定的に計上されている小児保健に

比較して、ドナーの環境衛生活動への支援に対する関心が低下している現状が憂慮されてい

る。 

 

表５ 環境衛生に関する支援状況 

予算年度 保健省の環境衛生プログラム 資金拠出機関 

PHAST拡充プログラム WB 

ザンビア大学環境保健カリキュラム策定プログラム WB、WHO 

国家環境保健政策完成プログラム WHO 

郡WASHE支援プログラム（地方自治住宅省と協力） WB、WHO、スウェ

ーデン国際開発協力

庁（SIDA） 

2006年 

保健施設における医療廃棄物管理支援（ザンビア環境協会

と協力） 

WB 

PHAST/WASHE 5州改善プログラム 2008年 

国家環境保健政策完成プログラム 

ザンビア保健省（バ

スケットファンド）

 

さらに、水供給セクターのリードドナーであるドイツ技術協力公社（Gesellschaft für 

Techinische Zusammenarbeit：GTZ）も、水キオスクを拠点に水供給及び衛生改善サービスを提

供することで、保健センターのもつ基礎的な予防、診断及び治療サービスと連携し、統合的

に都市貧困層の基礎的保健医療の改善をめざすプログラムの実現可能性調査を開始している。

このように、コミュニティに近づく協力を実施するほど、保健医療サービスだけでなく、給

水を含む他の公共サービスとの関係を把握しておく必要がある。 

 

３－３ ザンビアのプロジェクト実施体制 

保健省は2007年に組織体制を変更し、現在管理2局（計画開発局及び人材開発管理局）、並びに

技術3局（公衆衛生調査局、臨床ケア診断サービス局及び技術支援サービス局）の計5局体制であ

る。各州の州保健局（PHO）はDHMTを指導、監督する保健省本省の出先機関と位置づけられてい

る一方、住民への保健医療サービスの提供はDHMTが担うことになっている。 

本プロジェクトにおいて、コミュニティ小児保健及び環境衛生国家指針の策定といった国家レ

ベルの介入は、本省公衆衛生調査局（小児保健ユニット及び環境衛生ユニット）に対し実施する

が、同時に全国9州のPHOに対しては両国家指針及び住民参加に関するDHMT（72郡）への指導者

研修（TOT）を、そして重点活動対象郡4郡のDHMTに対しては効果的かつ持続的な予防保健サー
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ビスをコミュニティに提供するためのシステムづくりとして保健センター職員にまで一般研修を

実施することとしている。 

これによって、重点活動対象郡4郡は直接的に、残り68郡はPHOを通じて間接的に、あわせて全

国72郡をカバーすることとなる。 

図2に保健省における本プロジェクトの協力範囲を示す。網かけの部分が、プロジェクトが関与

する部署（職位）である。 

また、調査団は重点活動対象郡の候補として南部州リビングストン郡、コッパーベルト州、ン

ドラ郡及び中央州カブウェ郡を訪問し、PHO、DHMT、並びに郡内保健センター及びコンパウンド

の関係者に対し、各州及び郡内都市地域における住民組織活動をベースとした小児保健及び環境

衛生に関する聞き取り調査を行ったので、結果を表5に記す。 

郡役所と同様に、本プロジェクトへの期待はおしなべて高く、プロジェクトのコンセプトはPHO

－DHMT－住民保健委員会－住民組織といった地方の保健行政ラインにおいても基本的に受け入

れられるものと考えられる。 
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図２ 保健省組織図と本プロジェクトの協力範囲 

郡保健管理局(DHMT) 

(非重点対象郡 68 郡) 

臨床ケア診断 

サービス局 

大臣 

次官 

副大臣 

郡保健管理チーム(DHMT)
（重点活動対象郡４郡） 

公衆衛生 

ユニット 

保健 

センター 

小児保健 

ユニット 

環境衛生 

ユニット 

C-IMCI 
専門官 

住民組織 

担当*

住民保健委員会 

コミュニティ/住民組織 

保
健
行
政
レ
ベ
ル

点線で囲んだところがプロジェクト

の協力範囲 

*住民組織担当は配置（兼務）者がいない郡もある。 

計画開発局 人材開発管理局 技術支援サービス局 
 

公衆衛生調査局 
州保健局(PHO) 

(全 9 州公衆衛生ユニット) 
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表６ 聞き取り調査結果 

 リビングストン郡（南部州） ンドラ郡（コッパーベルト州） カブウェ郡（中央州） 

PHO ・プロジェクト実施に高い意欲 

・協力隊をDHMTに派遣してほしい。 

・以前はコミュニティ活動の調整官が、

家族計画や環境衛生の活動を行ってい

たが、現在はコミュニティ活動に特化

した職位はない。 

・非計画居住地区の環境衛生状況が劣悪

なので、改善する必要がある。 

・GMP自体はすでに実施されているの

で、本プロジェクトでGMP+を実施す

るのは容易である。 

・PHOの役割はDHMTに対する指導・モ

ニタリングであるので、本プロジェク

トでは積極的に実施したい。 

・プロジェクト実施に対する意欲は高

い。PHOにおけるコミュニティ活動の

フォーカルパーソンは環境衛生担当が

よい。 

・DHMTの予算の10％はコミュニティ活

動に配分している。 

・地方分権化により予算のチャンネルが

どのようになるか未定である。地方分権

化に関する情報はあまりもっていない。 

DHMT ・小児保健と環境保健の優先度が一番高

い。 

・プロジェクト実施に高い意欲を示す

が、コミュニティ・レベルに介入する

プロジェクトを期待している。 

・リビングストンは古い都市なので、水

供給等の社会インフラの改善が必要。

・郡内では特に、Libuyu、Maramba、

Ngwenyaの水供給、衛生環境が悪い。

・住民ボランティアはインセンティブが

ないため、活動意欲が低下し、ドロッ

プアウト率が高い。 

 

・Community Partnership Coordinatorとい

う職位があり、全セクターのコミュニ

ティ活動の監督を担うが、基本的に保

健、環境衛生分野が中心。 

・GMPや、PHASTの一部（コレラ予防

など）がすでに実施されていることか

ら、これらの予算は負担できる。他の

活動についても行動計画に記載してい

ればローカルコストの負担は可能。 

・非計画居住地区の衛生状態をぜひ改善

したい。特にChipulukusu、Nkwazi、

Bunga、Makenzi。 

・コミュニティ・レベルの活動をサポー

トする協力隊員の派遣は歓迎。

Community Partnership Coordinatorとぜ

ひ一緒に活動してほしい。 

・小児保健の優先度は高い。 

・多くの非政府組織（NGO）及びプログ

ラム（ZPCT、SFH、CARE、ZCCM、

Catholic Church ZAMBART、DAPP）が

活動しており、関係者間の四半期会議

を開催している。 

・コミュニティ活動のフォーカルパーソ

ンはManager Planning and Development

（MPD）である。 

・住民保健委員会と住民組織間の関係が

良好でないため、改善の必要あり。 

・MakululuとKatondo地区の衛生状態が

悪く、NGOもいないので、プロジェク

トの活動対象にしてほしい。 

・協力隊員をDHMTに派遣してほしい。 
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コミュニティ Maramba保健センター 

・ZAMBARTが結核検査室を支援してい

る 

・コミュニティ活動のフォーカルパーソ

ンはいないが、小児保健と環境保健の

担当者がコミュニティでのモニタリン

グを行っている。 

 

Ngwenyaコンパウンド 

・ボランティアは家庭訪問も行う。何人

かは、保健センターで保健教育やエイ

ズ患者のカウンセリング、結核対策プ

ログラムの仕事をしている。 

・ボランティアの報酬は基本的にない

が、自転車やTシャツをもらった人も

いる。病気の際は診察が無料になる。

・ボランティアの大半は無職で、平均1

日4～6時間働く。2万クワチャ程の報酬

が必要と考えている。なかにはフルタ

イムでボランティア活動をしている人

もいる。 

・CIDRZとCAREがボランティアに研修

を行ったり、CAREは蚊帳を供与して

いる。 

Kwazi保健センター及びコンパウンド地区

・廃棄物を管理するシステム、ゴミが山

となっている。以前はCAREがゴミ収集

トラックの40回分のチケットをくれた

が、なくなってからは購入していない。

・CAREが建設した有料トイレは、ゴミ

収集トラックが水道管を壊してしまっ

てから、機能していない。 

・1ヵ月ほど前にCAREにより水のフィル

ター器具が20世帯に売られた。セット

のしかたをトレーニングされ、活用し

て飲料水にしている。 

・野菜栽培のIGAを実施している。エイ

ズ患者もメンバーにいる。現在養鶏の

IGAを計画中。 

 

Chipulukusu保健センターとコンパウンド 

・保健センターでは、毎日4、5人の患者

を郡病院にリファーしているが、搬送

手段に困っている。患者数に対して、

保健センターの規模が小さすぎる。 

・浅井戸が数世帯に1つずつあるが水は

汚染されている。 

・CAREが建設した有料トイレは、水供給

がある時は機能しているが断水が多い。

・計画居住地区には飲料水を販売するキオ

スクが多いが未計画地区には少ない。 

MAKULULU保健センター及びコンパウ

ンド地区 

・ZCCMは環境衛生、他のNGOやプログ

ラムは主にHIV/エイズや結核対策プロ

グラムを実施。 

・NGO等は保健センタースタッフに報酬

を与え、ボランティアにもインセンテ

ィブを与えている。 

・予防接種率はとても低い。小児の体重

測定するGMP+の場所が設置されてい

ない。 

・住民保健委員会は150名のメンバーがお

り、15名のexecutive committee members

がいる。 

・ボランティアは2つ以上の住民組織に

所属できる。 
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第４章 ルサカ市プライマリー・ヘルスケア・プロジェクト 
の本プロジェクトへの適用 

 

４－１ ルサカ市プライマリー・ヘルスケア・プロジェクト（フェーズ2）の技術的優位性 

ルサカ市プライマリー・ヘルスケア（PHC）・プロジェクト（フェーズ2）は、2002年7月から2007

年7月までの5年間にわたり、住民参加の原則に基づき、ルサカ市の6つのコンパウンド地区内の人

的リソースを活用したコミュニティ保健活動を実施し、小児健康指標の改善に顕著な効果を示し

た。プロジェクト活動が小児の健康改善に寄与した主な要因としては、（1）効果的なコミュニテ

ィ保健活動ツールの導入、（2）保健行政のコミュニティ保健活動に対する指導、モニタリング能

力の強化、（3）ボランティアへの継続的な研修による知識、技術力の向上、が挙げられる。 

 

（１）効果的なコミュニティ保健活動ツールの導入 

PHCプロジェクト（フェーズ2）では、効果的なコミュニティ保健活動ツールとして、小児

の成長・健康促進を目的とした拡大子どもの成長促進活動（GMP+）と環境衛生改善をめざし

た住民参加型環境衛生改善活動（PHAST）を導入した。GMP+は、小児に必要とされる基礎保

健サービスを、できる限り住民の家々の近くで提供することを目的とし、その運営はプロジ

ェクトが養成した住民組織ボランティアにより行われた。提供されるサービスは、体重測定、

保健教育、栄養カウンセリング、微量栄養素補給、駆虫剤投与、家族計画、予防接種などで

あり、家族計画と予防接種は医療従事者によって行われた。 

GMP+の利点は、第1に養育者の基礎的保健サービスへのアクセシビリティを高めたことに

ある。GMP+は小児の基礎的保健サービスをパッケージとして毎月定期的に提供するため、養

育者は月に1回GMP+に参加するだけでサービスを受けることができた。第2に、受益者の視点

に立ったサービスの提供が可能となったことである。GMP+において提供される保健教育や栄

養カウンセリングは、養育者に必要な保健情報をいかに容易に伝え、養育者の行動改善を促

すかを重要視しており、わかりやすい視覚教材を用いるとともに、ボランティアがその地域

の現状に則した保健教育やカウンセリングを提供した。第3に医療従事者によるサービスの提

供及び技術指導が行われたことである。医療従事者による家族計画や予防接種のサービスの

提供は、GMP+の保健医療サービスの幅を広げたとともに、GMP+活動への技術指導は、ボラ

ンティアによる活動の質を高めることに寄与した。 

PHASTは下痢症疾患の予防を目的とした住民参加による環境衛生改善活動であり、参加型

ワークショップを通じて住民の抱える問題とニーズを的確に反映した活動を地域住民と共に

実施することをめざしている。参加型ワークショップでは、視覚教材と参加型手法を効果的

に用い、問題認識から問題解決のための計画作成までを参加者自らが行った。同時に、その

過程は活動に対する参加者のコミットメントとオーナーシップを高めることも目的としてお

り、ワークショップ後に参加者は、ボランティアとして主体的、積極的に活動に取り組むよ

うになり、PHASTによって地域の人的リソースを効果的に活用した形で環境衛生改善が行わ

れるようになった。 

 

（２）保健行政のコミュニティ保健活動に対する指導、モニタリング能力の強化 

保健行政とコミュニティの関係は、図2のとおり保健省本省から州保健局（PHO）、郡保健
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管理チーム（DHMT）、保健センター、住民保健委員会、そして住民組織に至る構造となって

いる。このうち、PHCプロジェクト（フェーズ2）はルサカ市の一部のコンパウンド地区を対

象地域としていたので、ルサカ市DHMTをカウンターパート機関とし、地区を管轄する保健セ

ンターに対しても積極的な投入を行った。DHMTがルサカ市におけるコミュニティ保健活動の

戦略策定と計画作成、予算執行ならびに保健センタースタッフの指導、監督の役割を担い、

一方、保健センターは、コミュニティ保健活動の拠点として、そのスタッフは、ボランティ

アの養成、活動に関する技術指導及びモニタリング・評価を担当した。 

PHCプロジェクト（フェーズ2）では、DHMTと保健センターの権限と役割を考慮に入れ、

DHMTスタッフに対しては、活動計画の作成、予算の適切かつ確実な執行及びそのモニタリン

グ能力の強化を、保健センタースタッフに対しては、ボランティアの育成及び指導能力の強

化を重点に置いた技術指導を行った。 

そして、DHMTの合意のもと、保健センターの准医師、看護師（母子保健担当）、栄養士、

環境衛生技師を、コミュニティ保健調整官（Community Health Coordinator：CHC）として養成

し、CHCがそれぞれの専門性を生かし、ボランティアの養成及び活動指導を行った。また、

CHCがコミュニティ保健活動のモニタリング・評価を行うことにより、GMP+や環境衛生活動

の質が向上し、安定したサービスを提供することが可能となった。また、ボランティア活動

が医療従事者の技術指導のもとに行われていることは、受益者の安心感を高め、積極的にサ

ービスを受給しようとの意識を生じさせることに貢献した。 

 

（３）ボランティアへの継続的な研修による知識、技術力の向上 

一般的に活動に従事する住民組織ボランティアは研修を受けるが、通常は開始当初に実施

される研修1回のみであり、それ以降新たな知識を習得する、あるいは技術力を高める研修は

ほとんど実施されることはない。しかしながら、PHCプロジェクト（フェーズ2）では、ボラ

ンティア養成研修後も定期的にリフレッシャー研修や必要に応じフォローアップ研修を実施

してきた。リフレッシャー研修は四半期ごとに開催され、おのおのの住民組織の活動に関連

するトピックをテーマに、知識と技術の向上を図った。フォローアップ研修はボランティア

養成研修の限られた日程では十分指導できないテーマや、新たに導入した活動などに関し、

必要に応じて開催された。 

リフレッシャー研修やフォローアップ研修などによる継続的な研修は、ボランティアの知

識や技術を高め、GMP+や環境衛生活動において提供されるサービスの質を保証し、より効果

的なコミュニティ保健活動の実施を可能とした。加えて、知識や技術の習得はボランティア

のモチベーションを高める効果があることが確認されており、継続的な研修の実施は、ボラ

ンティアの能力向上に限らず、ドロップアウトの抑制にも効果があった。 

以上の点より、PHCプロジェクト（フェーズ2）の技術的優位性を要約するならば、GMP+

とPHASTといった効果的なコミュニティ保健活動ツールの導入をはじめ、それらのツールを

十分に活用できるボランティアを育成し、実施に際しては医療従事者による適切な技術指導

とモニタリングを行ったことにより、小児の健康改善をもたらす手法を確立することができ

たこと、といえる。 
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４－２ ルサカ市プライマリー・ヘルスケア・プロジェクト（フェーズ2）の途上国における小児

保健及び環境衛生分野へのインパクト 

PHCプロジェクト（フェーズ2）の成果として評価される実績は、小児疾病の罹患率を減少させ

たことである。フェーズ2開始時の2002年と2006年のプロジェクト対象地域の下痢症、麻疹、栄養

失調の罹患率は、DHMTによると、下痢症罹患率は682.2から218.2（対人口1,000人）、麻疹は18.2

から0.6（対人口1,000人）、栄養失調は72.4から24.0（対人口1,000人）へと減少している。 

上記の小児健康指標の改善を裏づける資料として、養育者の小児の健康に関する知識の向上と

行動様式の改善を示した数値がある。PHCプロジェクト（フェーズ2）がプロジェクト実施期間中

に行ったサンプル調査の結果、表6のとおり養育者の下痢症予防に関する知識が向上し、飲料水を

殺菌消毒する世帯や石けんを用い適切な手洗いを励行する世帯の割合が増加したことが示されて

いる15。 

 

表６ 養育者の小児の健康に関する知識と行動様式 

 2002年 2006年  

養育者の下痢症予防に関する知識 46.2％ 61.1％ 

飲料水を殺菌消毒する世帯の割合 72.3％ 89.2％ 

石けんを用い適切な手洗いを励行する世帯の割合 13.6％ 46.0％ 

 

また、同様に栄養失調の予防に関する知識とそれに伴う行動の改善も明らかとなった。予防接

種は、1歳児の完全予防接種（BCG、ポリオ、3種混合、麻疹）の接種率が59％から79％に大幅に

改善しただけではなく、予防接種の推奨時期（3種混合3回目は生後3ヵ月から4ヵ月、麻疹は生後9

ヵ月に接種）の接種割合が、71.2％（2002年）から74.4％（2006年）に向上しており、養育者のよ

り適切な予防接種の希求行動が示された。 

PHCプロジェクト（フェーズ2）の実績により、養育者がボランティアによるコミュニティ保健

活動を通し、小児の健康に関する適切な知識を習得し、それが養育者の疾病予防として相応しい

行動変容を促し、その改善された行動が習慣化されることにより、下痢症などの罹患率の減少が

もたらされたと推論される。その際に留意する点としては、養育者の行動改善がもたらされた時

に、予防接種などの基礎的保健サービスや安全な水などへのアクセシビリティが確保されていた

ことである。養育者の行動が改善されたとしても、必要なサービスが提供されない場合は、養育

者の意欲を削ぎ、小児の健康に対して懐疑的もしくは無関心へと陥る恐れがある。その意味にお

いても、PHCプロジェクト（フェーズ2）が、GMP+や環境衛生活動（PHAST、世帯への飲料水塩

素の促進販売等）を通じて養育者のサービスへのアクセスを可能な限り確保するよう努めたこと

は、養育者の行動変容が小児の健康改善につながった要因として考慮すべき点である。 

 

                                            
15 ｢ルサカ市プライマリー・ヘルスケア（フェーズ 2）終了時評価調査報告書｣（ドラフト） 
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４－３ ルサカ市プライマリー・ヘルスケア・プロジェクト（フェーズ2）の教訓及び経験の本プ

ロジェクトへの活用 

PHCプロジェクトフェーズ2は、プロジェクト終了に際し、プロジェクトの手法と成果及び教訓

を体系的に整理した“Guidelines for Integrated Community-based Child Health Package”を取りまと

めた。そこには、小児保健活動、環境衛生活動、保健行政マネージメント、コミュニティ活動の

持続性強化、そして住民組織の制度化の5分野について、おのおのの活動手順、内容及び活動から

導き出された教訓などが記されている。ガイドラインはプロジェクトの経験を一般化することを

目的に作成されたことから、ルサカ市、郡内における活動の拡大は当然のこと、ルサカ以外の都

市地域での導入に際しても十分活用できる情報が含まれている。 

そのプロジェクトの経験と教訓に基づき、本プロジェクトにおいて活用可能なものとして、以

下の点が挙げられる。 

 

（１）住民組織の活動を調整するフォーカルパーソンの設置 

DHMTや保健センターによる住民組織の管轄は、通常それぞれの組織の中心的な活動（母子

保健、栄養促進、環境衛生等）に応じて分類されているため、DHMTや保健センターのコミュ

ニケーション不足により、時として住民組織の活動に関する情報や課題の共有が行われず、

住民組織の活動に支障を招くことがあった。 

また、住民組織に対するインセンティブの提供に関しても、インセンティブの配布が特定

の組織に偏ったり、あるいは過剰なインセンティブが提供されるような場合は、組織やボラ

ンティア間の不公平感が高まり、混乱や停滞を招く恐れがある。 

そのため、組織間の活動の調整やインセンティブの配布に関し、開発援助機関やNGOを含

む支援団体との合意形成に責任を担うフォーカルパーソンの役割が重要となる。PHCプロジェ

クト（フェーズ2）では、DHMTとの協議を通じ職員（看護官）に、住民組織に対するリエゾ

ンオフィサーとして組織の能力強化と組織間の調整を担当してもらい、住民組織支援のため

のステークホルダー会議の開催などの実績を残した。 

現在、保健省、PHO、DHMTにおいて、ルサカ市DHMTのようにコミュニティ組織間の調整

をはかる役職は公式には設置されていないが、フォーカルパーソンが担うべき職務を明確に

し、既存の役職と兼務することは可能であると推察されることから、本プロジェクトでは、

住民保健委員会と住民組織間の調整及び所得創出活動（IGA）の指導を総括する職員を任命す

る（活動5-1）こととしている。 

 

（２）ボランティアによるコミュニティ保健活動の持続性強化の取り組み 

コミュニティ活動全般にあてはまることであるが、技術協力が終了した後の活動が継続す

るか否かは重要な課題である。PHCプロジェクト（フェーズ2）では、プロジェクト終了後の

自立発展性を確保することを目的として、保健行政による支援強化とコミュニティ組織自体

による自助努力の醸成に取り組んできた。 

保健行政においては、コミュニティ保健活動に対する財政的支援を強化することを目的と

して、DHMTの活動計画の作成・予算執行能力を向上し、コミュニティ保健活動が年間活動計

画に記載され、予算執行が計画どおりに実施されるような技術指導を実施した。一方、住民

組織においては、有料公衆トイレや製粉事業などのIGAを導入し、事業からの収益がボランテ
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ィアのインセンティブや活動資金として活用されるシステムの構築を試行した。事業の運営

から収益金の配分に至るまで、ボランティア組織の代表によるコミュニティ・バスケットフ

ァンド委員会が担当し、DHMT及び保健センターの職員が技術指導、モニタリングを行ってい

る。コミュニティ・バスケットファンドの設立と活動の導入は、ステークホルダーへのイン

パクトも大きく、ザンビア政府による世界エイズ・結核・マラリア対策基金（グローバル・

ファンド）に対する資金申請プロポーザルにも取り入れられ、同基金からの資金によりIGA用

の資機材が購入された地域もあるとのことである。 
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第５章 技術協力プロジェクトの基本計画 
 

報告書冒頭にある「事業事前評価表４．協力の枠組み」を補足する形で、以下に説明する。 

 

５－１ 上位目標 

上位目標は、プロジェクト目標を達成した結果、3～5年後に発現が期待される効果であり、本プ

ロジェクトでは以下のように設定した。 

 

コミュニティ小児保健国家指針及びコミュニティ環境衛生国家指針を活用し、効果的かつ持続的

な予防保健サービスが全国の都市地域において提供される。 

 

本プロジェクトは、プライマリー・ヘルスケア（PHC）プロジェクトで確立されたモデルを国家

レベルの保健政策に反映し、包括的な都市コミュニティ小児保健システムの強化を通じた、自立

発展的な予防保健サービスの確立と定着を目的としている。そのため、全国の都市地域で包括的

なコミュニティ小児保健システムが強化されれば、保健医療サービスを受ける人口が増え、国全

体の5歳未満児の死亡率及び疾病罹患率の減少につながることが期待される。 

 

５－２ プロジェクト目標 

本プロジェクトが協力終了時に達成すべき目標を以下のように設定した。 

 

コミュニティ小児保健国家指針及びコミュニティ環境衛生国家指針を活用した、効果的かつ持続

的な予防保健サービスを提供するためのシステムが強化される。 

 

PHCプロジェクトでは、ルサカ市郡保健管理チーム（DHMT）をカウンターパート機関とし、コ

ミュニティ・レベルに介入したのに対し、本プロジェクトでは小児保健、環境衛生に関する指針

の国家レベルでの標準化作業、指針を実行する各レベルの人材育成を行うため、保健省本省をカ

ウンターパート機関とし、保健省本省、全国9州の州保健局（PHO）、そして重点活動対象郡（4郡）

DHMT及び同郡内の保健センターレベルまでが協力範囲に含まれる。そのため、直接受益者は、中

央及び州レベルの小児保健、環境衛生担当はもとより、重点活動対象郡のDHMT及び保健センター

においては、小児保健、環境衛生担当だけでなく、住民組織強化の担当まで含まれることになる。 

一方、非重点活動対象郡へはPHOまでの介入となり、そこから郡レベルへの協力は州の自発的

な活動が期待されることから、非重点活動対象郡（68郡）DHMT及び同郡内の保健センター職員は

間接裨益者となる。また、重点、非重点活動郡にかかわらず、全国レベルでは保健センターレベ

ルで研修を受けた人材による効果がコミュニティ・レベルにまで波及し、そこで自立発展的に予

防保健サービスが提供されることから、間接受益者は全国都市地域に在住する5歳未満児といえる。 

 

５－３ プロジェクト成果及び活動 

成果は、プロジェクトが目標を達成するための戦略であり、本プロジェクトでは5つの成果を設

定した。 
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成果1 標準化されたコミュニティ小児保健国家指針が共有される。 

成果2 コミュニティ小児保健活動にかかる保健省本省、州保健局（PHO）、郡保健管理局チー

ム（DHMT）、保健センター職員の能力が向上する。 

成果3 標準化されたコミュニティ環境衛生国家指針が共有される。 

成果4 コミュニティ環境衛生活動にかかる保健省本省、PHO、DHMT、保健センター職員の

能力が向上する。 

成果5 コミュニティを基盤とした小児保健及び環境衛生活動が継続的に実施されるための、保

健省本省、PHO、DHMT、保健センター職員の能力が向上する。 

 

成果1と成果2は小児保健、成果3と成果4は環境衛生、成果5が住民組織強化に関するものであり、

大きく分けて上記の3つのコンポーネントでプロジェクトは構成されている。 

成果2と成果4は、それぞれ成果1と成果3で作成される国家指針を活用して実施されるため、成

果2と成果4は、それぞれ成果1と成果3が達成されてから開始されることとなる。 

ただし、1年経過しても成果1及び成果3が達成されない場合に限り、既存のガイドラインを使用

して成果2と成果4を開始することとする。 

成果を実現するための具体的行為である活動は、冒頭の事業事前評価表のとおりである。 

 

５－４ 投入 

プロジェクトに必要な人材・資機材・施設は日本側・ザンビア側双方が投入する。 

 

＜日本側＞ 

専門家派遣：小児保健（チーフアドバイザー）、環境衛生、コミュニティ活動、モニタリング・

指導・評価、人材開発・研修など 

供与機材 ：車両、事務機器・事務用品（パソコン、コピー機、ファックス、家具など）、所得

創出活動（IGA）にかかる必要な機材 

研修員受入：コミュニティ保健サービス 
在外事業強化費 

 

専門家は３－３の図2のとおり、保健省公衆衛生調査局（小児保健ユニット及び環境衛生ユニッ

ト）が配属先になる。長期専門家2名程度と短期専門家（毎年3名程度、3ヵ月程度）を組み合わせ

て派遣することが想定されている。機材については、保健省内に設置予定のプロジェクトオフィ

スに必要な機材のほか、研修、所得創出活動等に必要となる機材、移動手段としての車両の供与

が考えられる。また、小児保健、公衆衛生を中心としたわが国の地域保健システムを学ぶことに

よりプロジェクト効果の発現を促進するためにも保健省及び重点活動対象郡の郡保健管理局及び

管轄する州保健局関係者、年間3名程度に対して本邦研修を計画している。 

 

＜ザンビア側＞ 

カウンターパートの配置  

機材：プロジェクト事務所、必要な事務機器・事務用品 
プロジェクト活動経費 
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主なカウンターパートは保健省公衆衛生調査局長、保健省計画開発局長、小児保健専門官、環

境衛生専門官など本省関係者のほか、重点活動対象郡を所管するPHOの関係者も含めることとす

る。 

また、コミュニティにおける保健活動を所管する職位は現在保健省本省の正式官職として承認

されていないことから、本プロジェクトの活動を通じ担当者を任命（兼務）することとしている。 

本プロジェクトに関連する予算は、世界銀行（WB）、世界保健機構（WHO）、国連児童基金

（UNICEF）、カナダ国際開発協力庁（CIDA）等の支援も含め保健省の2008年度予算計画に計上さ

れているが、本プロジェクトへの割当額及び経費の内訳については、プロジェクト開始後に保健

省と確認する必要がある。 

 

５－５ 外部条件とリスク 

外部条件は、プロジェクトではコントロールできないが、プロジェクトの成功に重要な条件で

あり、本プロジェクトでは次のように特定している。 

レベル 外部条件 

上位目標 

1. 基本的な医療資機材（ワクチン、ビタミンAカプセル、駆虫剤等）が必要

なタイミングに調達、配布される。 

2. 保健医療サービス提供者が大幅に減少しない。 

3. 保健省本省からの資金が必要なタイミングに配賦される。 

プロジェクト目標 

1. ザンビア政府が国家保健開発計画を変更しない。 

2. 育成された人材が組織に定着する。 

3. 活動費（研修、モニタリング等）に充当可能な州・郡への予算配分が適

時になされる。 

成 果 

1. 関係機関が、指針、手引き、ツールを標準化する意向を保持する。 

2. 活動費（研修、モニタリング等）に充当可能な州・郡への予算配分が適

時になされる。 

 

（１）上位目標達成のための外部条件 

上位目標にある、効果的かつ持続的な予防保健サービスが全国の都市地域のコミュニティ

で提供されるためには、保健センターレベルにおいてワクチンやビタミンAなどの基本的な医

療資機材が適切に供給される必要がある。これらの資機材は国家予防接種プログラムなどで

常時必要に応じて供給されている。 

また、コミュニティ-統合的小児疾患管理（C-IMCI）は国家レベルの戦略に合致し2007年に

全72郡への展開が終了、今後はサービスの質的向上が課題になること、そしてサービスの提

供に必要となる活動費も保健省の2008年度予算計画に引き続き計上されていることから、サ

ービスの提供者数は大幅に変動することはなく、かつ保健省からの予算も計画どおりに拠出

されるものと思われる。 

 

（２）プロジェクト目標達成のための外部条件 

プロジェクト目標は、コミュニティで効果的かつ持続的な予防保健サービスを提供するた

めのシステム強化であるが、国家保健開発計画ではコミュニティ活動の促進が記載されてい
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ることから、その重要性に対する保健省の認識は維持されるものと思われる。また、PHCプロ

ジェクトが過去10年にわたり実施してきた、コミュニティ・レベルにおける統合的小児保健

活動への国家レベルの保健政策の反映及び応用が、本プロジェクトの要請の背景であること

からも、コミュニティ活動に対する保健省の意識は高いと考えられる。従って、外部条件が

満たされる可能性は高い。 

一方、ザンビアは都市部と地方部の保健人材の配置格差が著しく、ルサカ州、コッパーベ

ルト州及び南部州に約60％の人材が集中している。保健省は格差是正のため拡大ザンビア保

健人材流出防止計画（2007年）を通じ、地方部の保健センター及びDHMT勤務者を中心に物質

的及び金銭的インセンティブを与えている（全PHO勤務者及びルサカ、ンドラ、カブウェ、

リビングストンなど都市部のDHMT勤務者は対象外。ただし、都市部の保健センター勤務者は

対象）。本プロジェクトは、PHO、DHMT及び保健センターの各レベルの担当官に対する指導

者研修（TOT）及び一般研修の実施に基づく人材育成を基盤とするが、ザンビア政府の上記の

取り組みにより、重点活動対象郡及び非重点活動対象郡の選定にかかわらず、全土で保健人

材の定着が進めば地方部の都市地域においても一定の質のサービス提供が維持されるものと

思われる。 

また、活動費については、上述（1）のとおり政策面での重要性に基づき、2009年以降も予

算計上される可能性が高いことから、PHO及びDHMTへの予算配分が適切に行われるものと思

われる。 

 

（３）成果達成のための外部条件 

国家指針の標準化作業に関して、小児保健については保健省と開発援助機関で構成される

技術作業部会を活用する予定である。今回の事前評価調査では、小児保健について保健省及

び他の開発援助機関も今後ガイドライン等の標準化について検討する意向を示していること

が確認されたことから、この外部条件が満たされる可能性は高い。環境衛生の技術作業部会

は存在していないが、保健省環境衛生専門官が国家指針の標準化作業を支援していることか

ら、同様に外部条件が満たされる可能性は高い。 

活動費については、上述（1）のとおり政策面での重要性に基づき、2009年以降も予算計上

される可能性が高いことから、PHO及びDHMTへの予算配分が適切に行われるものと思われる。 
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